
様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課喝・室・所得)I 総務課 法制係 回二日
小項目(

市議会対応事務事業

歳 出 予算現額(円) 決算額(円) 歳入 予算現額(円)t 決算額(円}

国庫支出金

支出

内

財 県支出金
源割
地方債

内合
訳 訳 その他

、一般財源

2 

3 

d回』 計

人件費概算

活動指標または蔵栗指標 J

|目的の妥当性 |妥当である

妥J卜、|
当1自治体関与の妥当性|妥当である
性}…....u.. 、|
対象(受益者)の妥当性| 妥当である

|目標達成度
有 I.'..........;..;~:..;.;.;;......~.~;;.. ， .......I

効 |類似事業の存在 |存在しない
性 lトト"山……….“山….. 山……….“山….. 山….“山...….. 山川.. 斗-“一川占.. 

土位施策への貢献度 i施策体系外

l実施主体の適正イ化包 | 適正である
効 }トいh……}….. …… .. ………… .. …… .. …… .. 一.“山……….. 山….. 山….. 山:....:.，.，....;;...;:.;...:..，..;..1
芸名 i受益者負担の適正化、|適正である
性 }ト町叩'0，'"….. …. 

。

l同コスト効率 1概ね適正である.

. 
課題

。

H25 

.. 
今の方後

計画どおり事業を進めることが適当
向性

dE』2 計 。 。
一般 経常

改善
1時期



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局・室・所得)I 総務課 法制係 INol 4 I 
小項目(

例規関係事務事業

事12各課が起案する例規について指導・助言を行うととも
業|に審査を行う。
概I~ 公布・告示・公告等の公告式を統括する。 I 手段|各課への助言・指導等を行い、例規集を管理する。
要I?市の例規をデータベーヌ化し、管理するとともに、ホー
1ムページで公開する。

歳 出 予算現額(円) 決算観(同) 歳 入 三予算現額(円)

例規データ更新委託料 7，806，456 7，806，456 国庫支出金'

支 例規、ンスァム使用料 630，000 630，000 財 県支出金
出
内

源割
地方債

内合
訳 訳 その他 雑入金 580，000 

一般財源 7，856，456 

ぷE泊ヨh 計 8;436，456 8，436，456 合、 1計 8;436;456 

「点工諏I瓦夜汀又蒋葺南下] r交付税r-=i r孟孟ムムI
人件費概算 I 1ヰ| ι町5，76市68，4

※上段:目標中段:実績下段:達成率

'活動指標または成果指標 I H25 '. I H26 . I I H27 1目標 l
|設定Lない|設定しない II設定しない|達成

審査した例規の件数(うち条例、規則及び訓令の 1....;;;¥06存 t....~.\02存・ I 1"';;;¥18存 1 度
件数) し……………L…………… 目

2 

3 

目的の妥当性 妥当である
i妥， 1，';・H・.........，...........................，
当 |自治体関与の妥当性|妥当である
性 f~...;.;... ，..........， ..;...............;....1

!対象(受益者)の妥当性| 妥当である

目標達成度

irき待券子......~...r..宗ヨ乞 ::::二: 
上位施策への貢献度|施策体系外

l実施主体の適正化 1適正である
効}、".....;:..;;.，...，..;...，::.'.1
率}巳|受益者負担の適正化|適正である
，性〆l ・4
コスト効率 |概ね適正である

例規シスァムを活用しデ、ータ作成の省力化を図る。

複数人数による審査体制の確立を図る。

課題

....... 

今の後方
計画どおり事業を進めることが適当

向性

特記

事項 l

改善
時期

決算額(円)

847;476 

7，588，980 

，8，436，456 



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局・室・所得)1 総務課 法制係

小項目(

その他法制関係事業

事業

0訴訟、和解及び不服申立ての総括事務
対象 庁内及び市民全般0行政手続法及び行政手続条例に基づく総括事務

0住民投票条例に基づく総括事務
概 0直接請求(条例制定改廃等)の事務 手段 各課への助言・指導等を行う。

要 O~去令等の運用・解釈の助言・指導並びに法令集等整
備 |意図 適正な行政運営を図る。

歳 出 予算現額(円) 決算額(円) 歳入 予算現額(円)

法令集追録等 1，700，570 1，700，570 国庫支出金

支 財 県支出金
出 瀬割

地方債
内 内 l 合

訳 訳 その他

一般財j原 1，700，570 
d回』 言十 1，700，570 1，700，570 AEbヨ~ 言十 1;700，570 

人件費概算 tti人{τ241|宝1ft|無|匝到一般
若覇福寝言一元は融栗指標

2 

3 

| 妥 l目的の妥当性 |妥当である

当 1自治体関与の妥当性|妥当である
性 h....'...............，.......~;....:;......:.，.+

ー対象(受益者)の妥当性| 妥当である

l目標達成度
有~.;...;;;::'，・T

効 |類似事業の存在 |存在しない
十性~;.，.……山…・ .t

上位施策への貢献度|施策体系外

.実施主体の適正化 |適正である
効
率 |受益者負担の適E化 l適正である
性 ~:;.......;....;;.;....;..........;.........li 

.コスト効率 概ね適正である

課題

H25 

..... 

今の後方
計画どおり事業を進めることが適当

向性

特記
事項

H26 

改善
時期

INol 5 I 

決算額(円)

1，700，570 

1，700，570 

経常



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局・室・所得)I 総務課 法制係 回二日
中項目(

寸 O文書事務の総括
対象 庁内事務

事 0文書管理システムの管理・更新
業 0郵便物等の受取及び差出並びに支所等への文書逓

手段 文書管理事務の適切な運用
概 送

要 0文書事務に係る消耗品の一括購入
意図
文書事務の適切な運用により、効率的な行政運営を推進す

0印刷機・圧着機・裁断機の管理
る。

歳出 予算現額(円) 決算額(円) 歳 入 予算現額(円) 決算額(円)

消耗品費・印刷製本費 4，166，132 4，166，132 国庫支出金

支 通信運搬費 15，962，184 15，962，184 財 県支出金
出
印刷機リース料 2，256，599 2，256，599 

訳肉
源内 割合 地方償

訳 その他 コピー代 100，000 

一般財源 22，284，915 

合}計 22，384，915 22，384，915 合 富十 22，384，915 

人件費概算 |人融制守¥間閣hlHZ判一般
若覇詣需主正古語裏藷覆

2 

3 

目的の妥当性! 妥当である
妥ト l 
当 i自治体関与の妥当性| 妥当である
性}…・|
l対象{受益者)の妥当性l妥当である

目標達成度
有ト l 

効 |類似事業の存在， 1存在しない
性ト…....;;;;;，;;...，.;..:...........:.，...1
-土位施策への貢献度|施策体系外

-，実施主体.の適正化 |適正である
f効 ι 、，..:.......1
率 }受益者負担の適正化|適正である
|性}、|
Iコスト効率 l概ね適正である

H25 

.レ

※上段:目標中段:実績下段:達成率

26 I I H27 I目標
達成
度

145，964 

22，238，951 

22;384;915 

経常

0 文書を保存するスベ スが不足しており、各部署においても保存しきれない文書が多くあり、文書保管庫を早期に確保す

課題

今の向後方性

特記
事項

る必要がある。

計画どおり事業を進めることが適当 改時期善



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課唱喧・所得)I 総務課 法制係 匹E己

歳出 予算現額f円) 決算額(円) 歳入 予算現額(円) 決算額(円)

備品購入費 18，480 18，480 国庫支出金

、支 財 県支出金
|:出
内

源、割
地方債

内合
訳 訳 その他

一般財源 18，480 18，480 

tdE』Z 言十 18，480 18，480 dロ』 計 18，480 18，480 

人件費概算 |人工数憎い官民~団(見|無 I~色| 一般 経常

2 

3 

活動指標または成果指標 i

目的の妥当性 1妥当である
妥 f.;.....，..;:;..，...，..... ，.......".......;.1 
当j自治体関与の妥当性|妥当である
性l...;;.....;;:.:;;;;..;;.......;.;...........;1
対象(受益者)の妥当性| 妥当である

目標達成度'
有 f...;.....，.."..............;.......，........1
効]類似事業の存在 |存在しない
性}い，.，.......，.......;....;.;.，1
ト |上位施策への貢献度|施策体系外

実施主体の適正化 |適正である
効ド ................、 | 

率 |受益者負担の適正化|適正である
¥性} ザー.:..，.....，..;;，...，.;1
コスト効率 1概ね適正である

課題

H25 

..... 

今の後方
計画どおり事業を進めることが適当

向性

特記
事項

H26 

改時善期



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局E室・所得)1 問
一
一
十

法制係 回二日
小項目(

行政区域関係事業

事 I~ 市の境界の確認等に蘭ーする事務
業 I~ 町又は字の区域の新設等に係る告示
概10新たに生じた土地の確認に関する事務(権限移譲)

要

歳出 t 予算現額(円) 決算額(円)

支

内出

訳

!合J 計: 。

歳入 予算現額(円) 決算額(円J
国庫支出金

財調内 割合
県支出金

地方債

訳 ，その他 手数料 200 

一般財源 l

合計 。 200 

活動指標または成果霜覆

|人工数(人役)1人件費(円)1 1交付税 l
0.051 288，4251 1 算入 | 

※上段:目標中段:実績下段:達成率

H25 I 官了寸 I H27 1日揮 l

:!?ii:??と:||:??と:匡

1 ~三割人件費概算

1 I境界確認等の実施件数

2 

3 

目的の妥当性 妥当である
妥
当
性

自治体関与の妥当性|妥当である

対象(受益者7の妥当性| 妥当である

目標達成度 t

有 f.........:.;.:.:，...:...，.;;.，..::......，;....1
効 I類似事業の存在 |存在しない
性 }υ 〆|
|上位施策への貢献度|施策体系外

|実施主体の適正化 l適正である
".，..'1μ.................・ 日目

.;".2l長 |受益者負担の適正化i適正である
性 1 代;.;..:，.1

コスト効率 概ね適正である

|課題

今の向性後方 計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期

..... 

豆!ゼロ予算



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局・室・所得)1 総務課 法制係 回二日
示項百T

現行のシスァムでは不具合が多発し、文書事務の効率が
著しく悪化している。また、情報公開条例で定める文書目 対象 庁内事務及び市民全般

事業

録の公開ができない。

、既て製も財の文務書会管計理シシスステテムムパッケージを用い、サーバにつ
し とは別に用意し(又は仮想化によ 手段 文書管理事務及び情報公開事務の適切な運用
概
り区分し)安定稼働と文書取扱規程、情報公開条例等の
要
規定に適切に対応できるよう、現行のシステムからのデ
タ移行を含めたシステムの更新を行うロ 意図

文書事務の適切な運用及び公文書目録の公開による公開情
報公開制度の適切な運用を図る。

歳、出 予算現額(円) 決算額(円) 歳入 予算現額(円)

国庫支出金

支 財 県支出金
出
肉

源割
地方債

内合
訳' 訳々 ;その他

一般財源

a同h 計 。 。 4ロ』 百十 。
人件費概算 i人四tti 人間3げずl---~1 1会計利 一般

若致指標まだは戒果指標

文書管理システムの更新による文書事務の効率
の向上度合い

公文書目録の整備により、市民が情報公開制度
21を利用するに当たっての利便性の向上による満足
度

3 

H25 H26 

決算額(円)

臨時

目的の妥当性 |妥当である|文書事務及び情報公開の適正化及び効率化を図るものであり、妥当である。
妥 1.......……......・..………十・ l 
当 |自治体関与の妥当性|妥当である|市の公文書に関するものであり、妥当である。
性 l……....・H・.....uu.・…..........1............................1
対象(受益者)の妥当性|妥当である|庁内全般及び市民全般に対するものであり、妥当である。

ー |目標達成度

ii期券?をき::::::::::I::55fzij二二
上位施策への貢献度|施策体系外 15市民が主役のまちづくり、 3市民と行政との協働のまちづくり、 3市政情報公開の推進に貢献する

実施主体の適正化 ，I適正である
}効二i ι | 

率 1受益者負担の適正化'1適正である
性 l…....・M ・-……………ムI...........................f
iコスト効率 ι |概ね適正であるJ .. 

。

現行の文書管理シスァムは、職員の手作りによるものであるが、運用を開始して約8年が経過し、デ タ量の増大に伴い、
動作の限界に達しつつあること、システムの不具合が多く見受けられるが手作りのために構造的に対応が困難であること、構
造的に出先機関における動作が不安定であること、さらに旧システムとの連携も必要となる情報公開条例、文書管理規程等

課題:で必要となる文書目録作成処理の一部がシステム上困難であること等、多くの課題があるため、既製パッケージシステムへの
更新を行う必要があるロ

今の後方
計画どおり事業を進めることが適当 |時|向性

平成27年度においては、業者の選定が行えなかった。



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課回局・室園所得)I 総務課 I 法制係 回二日
社司-E'I1

庁舎管理事業

対象|庁舎・周辺敷地・附帯施設・市職員

手段|警備・清掃・営繕・設備保守・法定点検等は外注する。

意図|庁舎を適正に管理することで、円滑な行政運営を推進する。

歳、出 予算現額(円) 決算額(円) 歳入 予算現額(円) 決算額(円)

需用費 20，401，248 18，693，437 国康支出金

1支 役務費 285，012 284，919 財 県支出金
出'
委託料 18，496，496 16，246，898 

》 訳内
使用料及び賃借料 2，145，000 1，967，843 

源訳内 割合 地方債

その他 雑入等 385，360 431，672 

備品購入費 1，747，548 1，747，548 一般財源 42，689，944 38，508，973 

ぷZ』ヨ 計 43，075;304 38;940，645 合 計 43，075，304 38，940，645 

，人件費概算
l瓦工覇τ瓦在汀刃情市刀 r-交付税|ム IIムふー|

0.61 3，461，0971 l'算入 | 燃 1 1町 l町 J1 一般 経常

若動指標ま而ま戒果指標 H25 
""T 

2 

3 

目的の妥当性 |妥当である|庁舎等の適正管理は、円滑な行政運営に資するものであり、妥当であるo

i|王将所持I設定!日労務長E555ぞ;2255:二
対象(受益者〉の妥当性|妥当である|対象は、適正な行政運営を行う上で必要な庁舎等であり、妥当である。

目標達成度 |達成している|円滑な行政運営を図る上で必要最小限の管理は達成できている。
有 l……・………...・M・....・H・"・・..1........…・・…・・…・…i…・…・
効 |類似事業の存在 |存在しない
性 L..'..，.，......……H ・H ・.....・H ・.......1
上位施策への貢献度，I施策体系外

実施主体の適正化 |適正である|庁舎等は市が管理すべきものであり、実施主体は適正である。
効ド…・......・-…...・...………"・1.............................1
率 i受益者負担の適正化|適正である|庁舎・周辺敷地の管理経費は、市が負担すべきであり、適正である。
性 i……一…………………1.............................1

課題

f今の向性後方

特記
事項

コスト効率 ー概ね適正である|老朽化によりコスト増が見込まれるが、概ね適正である。... 
0庁舎の老朽化に伴い、不具合や故障・破損が散見される。

計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期



E 

様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局・室E所(係)I 総務課 法制係

訳支向出

2 

3 

歳出

需用費

役務費

.g. ヨ 計

人件費概算

予算現額(円) 決算額(円) 歳入

200，000 93，636 国庫支出金

3，919，988 3，848，720 財 県支出金
源割
地方債肉1 合

訳 その他

一般財源

4，119，988 3，942，356 sヨ- 計
E 品品且Z. a . hL~-
|人工数(人役n人件費(円)I I交付税 I_ I I.d.<>.l.ι1  
|lヰ|山

予算現額(円)

50，000 

、4，069，988

4，119，988 

※上段:目標中段:実績下段:達成率
落語指標言正詰蔵栗指標) H25 '. 1 H26'. 1 I H27 |目標 1

達成
度

匹I11 I 

決算額(円)

34，480 

3，907，876 

3，942，356 

経常

目的の妥当性 妥当である|庁内放送・庁内電話の適正管理は、円滑な行政運営に資するものであり、妥当である
妥、 t..・M・.....・H・...…-…..........・M・..1.............................1
当 I自治体関与の妥当性|妥当である|庁内放送・庁内電話は市が管理すべきものであり、妥当である。
性}………………;…………・1.............................1
対象(受益者)の妥当性|妥当である|対象は、適正な行政運営を行う上で必要な庁舎等であり、妥当である。

目標達成度
有 t........ó~... ， ......................ó........1 

効 |類似事業の存在 |存在しない
性 1，;.，.......，..，....，.....;...• ;........."......1 
上位施策への貢献度|施策体系外

|実施主体の適正化 |適正である|庁内放送.庁内電話は市が管理すベきものであり臥、実施主体は適正である。
効 }い円………..山……..山..山..山……..山..山..山……..山..山..山……..山..山..山……..山..山..….

主率集 i受益者負担の適正化|適正である|庁内放送.庁内電話の管理の経費は、市が負担すベきであり弘、適正である。
r 性 ιい..山………..山…..山…..山....………………...1.............................1
lコスト効率

課題

今の向後方性

特記
事項

l概ね適正であるIIP電話の導入などでコスト削減を図っているが、使用に応じて電話料金が掛かる。.. 

計画どおり事業を進めることが適当 改時期善



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局室・所得)I 総務課 法制係 匹I12 I 

歳出 予算現額(円) 決算額(円) 歳 入 予算現額(円) 決算額〈円)

報酬 30，000 30，000 国庫支出金
支、
報償費 170，000 144，180 財 県支出金

出
需用費 40，735 32，879 

内
;源割
地方債内合

訳 訳 その他

r 一般財源 240，735 207，059 

合計一 240，735 207，059 合 計 240，735 207，059 

l入工数(人役)I人件費て百円 l交付税 I.1m: I 長三一一1
人件費概算 I 0叫 2，018，叫 | 算入 | 無 I I会計種別| 一般 | 経常

※上段:目標中段:実績下段:達成率

活動指標または成果指標 1. H25 I H26 I I .. H27 l目標
1 設定なし | 設定なし I I 設定なし |達成

1 I表彰者数 I 26 I 22 I I 36 I 度、

2 

3 

妥.目的の知性 |妥当である|栄典・表彰等は、円滑な行政運営につながり、妥当である。
.......・・・・・・・・・ 1・・......................................................

当 |出自治体関与の妥当性| 妥当である|栄典.表彰等の事務は、市が実施すベきものであり弘、妥当である。
性 }ι"……………..……………..………..………..……..…...……………..………..山……..山…..…...……………..………..………..……..…...……..…白....
|対象(受益者)の妥当性|妥当である|栄典.表彰等は、市民及び市民団体を対象として行うベきものであり、妥当である。

l目標達成度
有 r...，..;.........，..;;'...;.........，...;;.....1
A効 |類似事業の存在 I存在しない
性~..・H・....・H・.;...， ...........;.......;.....1

上位施策への貢献度1施策体系外 1
実施主体の適正化 I適正である|栄典・表彰等は、市が実施主体となるべきものであり、適正である。

効}……UH---"Lmm・...・H・....・M ・....ト...........................1
、率 |受益者負担の適正化|適正である|栄典・表彰等は、市がその経費を負担すべきであり、適正である。
性 i……..........…

課題

今の方後

向性

特記
、事項

コスト効率' 適正である|栄典・表彰等は、毎年、効率的に実施されており、適正である。

.レ
被表彰者候補者について推薦漏れがないよう、常日頃から情報を収集する。

計画どおり事業を進めることが適当 改時善期



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局・室・所得)I 間
一
一
ト

法制係

歳出 予算現額〈円) 決算額(円)

支
出
内
，訳

合 計 。

匹1 13 1 

歳入 予算現額(円〕 決算額(円)

国庫支出金

財 県支出金
源割
地方債内合

訳 その他

一般財源

dEb2 h 計 。 。
人牛費概算 l入工数以設)1刀晴伺7] I三交付税 r-~--I r~~*ml 

| 0叫 865'，2741 1 算入 | 鑑 1 1会計種別| 一般
※上段:目標中段:実績下段:達成率

活動指標または成果指標 1 H25 1 H26 1 I H27 |日揮 l

1.............................1.............................1 1 笠
a 1..............................&..............................1 ...........・M・...・M・....・M・

2 

3 

経常

目的の妥当性 |妥当である[連絡調整事業は、より良い行政サービスの提供につながり、妥当である。
妥 トH・M・-……...・M・..……山・・1.............................1.
| 当 |自治体関与の妥当性|妥当である l連絡調整事業は、市が実施すべきものであり、妥当である。
性}…・…・…ぺ…….......・-一…1.............................，.
対象(受益者}の妥当性|妥当である[連絡調整事業は、市民、各種団体等を対象として行うべきものであり、妥当である。

|目標達成度
有 1..............:..;.，.，........，..............1
効 I類似事業の存在 |存在しない
|性"F~..:..:，.......:...;..........:......."...I 
上位施策への貢献度|施策体系外

実施主体の適正化 適正である|連絡調整事業は、市が実施主体となるべきものであり、適正である。

i;:|許宗主将戦:IE5EEl-J殺さ5jj;::::::::::::::::::::::::::::::::
コスト効率 適正である|特に経費を要しない。

...... 

課題一

今の向後方性 計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局面室・所(係)I 法制係

歳 t 出 予算現額(円) 決算額(円)

旅費 3，000 。
支、 需用費 28，000 20，301 
出、
使用料及び賃借料 105，265 87，265 

内
訳 負担金、補助及び交付金 61，000 59，206 

F合計 197，265 166，772 

開
一
一
十

回三日
小項目(

他に属さない事務事業

歳入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

財 県支出金

源内 割合 地方債

訳 その他 雑入 47，000 18，000 

一般財源 150，265 148，772 

dE』Z 計 197，265 166，772 

人件費概算 !瓦融恐l瓦{雪毘1I想見|無ll::竺l一般 経常

H25 

50 

H26 

30 

活動指標吉正Iま成果指標

1 1市史等の販売数〈冊) 32 31 

21新年互例会の参加者数(人)

n
U
司

n
u

n
U
叩

n
U

2
"
2
 

E
E
E
E品
目
E
E
a

o
…9
 

n
H
u
"
n
k
u
 

n
J
U
"
噌

1
ム

3 

|妥 l目的停讐 j妥当である|円滑な行政運営空図る上立明???で号、妥当である。
，当 |自治体関与の妥当性|妥当である|市の他の部署に属さない事務事業であり、自治体の関与は妥当である。
性ト......…・………………1..・H・..… | 
対象(受益者)の妥当性| 妥当である|市民や様々な団体等を対象として実施するものであり、妥当である。

目標達成度 l達成している

i l者持労務，........'1...民主~::r::::::::::::::::::::::::::::
上位施策への貢献度|施策体系外

実施主体の適正化 |適正である|市が実施主体となるべきものであり、妥当である。
効}…....……・…一………"・1.............................1
率 |受益者負担の適正化|適正である|市が経費を負担すべきものであり、妥当である。
性 }……….......・.........……・・1.............................1
コスト効率 1適正である|効率的に実施されており、妥当である。

...... 

課題

今の後方
計画どおり事業を進めることが適当 改時善期

向性

特記
事項



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局・室・所得)I 

ー10固定資産の価格に対する不服の申出があった場合、
芸|固定資産評価審査委員会を開催し、不服についての審
概|査及び決定を行う。

要

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

報酬 41，000 27，030 
支.

-出
内
訳

.g- 計 I ..... 41;000 . 27，030 

総務課 匝I15 I 法制係

固定資産評価審査委員会

るす期を平公の税課の税産

疋
〕
鵡固

歳 入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

財源割
県支出金

内合 地方債

訳 その他

一般財源 41，000 27，030 

dロ』 計 41，000 27，030 

| 三 つ 可抗前研師川交付税 1"""IじムムI .n. I 
f 人件費概算 I 0叫 28関8，42

※上段:目標中段:実績下段:達成率

活動指標または成果指標 I . H25、 I H26 I l' H27 |目標』
1 設定なし | 設定なし I I 設定なし |達成

1 1審査委員会開催件数 「………了……1・・……-IH--……1("".....・・・・・・2M・M・.......1度

2 

3 

I . I目的の妥当性 | 妥当である|地方税法で設置が規定されており妥当である。
妥恥 ~、 l 
|急 |自締関与の妥当性|妥当主ある|地方税法で設置が規定されており妥当である。
対象(受益者)の妥当性| 妥当である|地方税法で設置が規定されており妥当である。

目標達成度
有 t"~"".;;"""';"':"""";""""""' ， 1
効 1類似事業の存在 ， I存在しない
性}ザ|

|上位施策への貢献度|施策体系外

'実施主体の適正化 |適正である
効 t.，.，.......:..，.. ，..................，..，.......1 
率|受益者負担の適正化 I適正である i

性 I........;........"...~.................... ， ....I

コスト効率 l 適正である

..... 
課題

今の後方
計画どおり事業を進めることが適当

改善

向性
時期

笠|



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課品・室・所得)I 人事課 人事係

示項百{

定期健康診断事務

，手段i労働安全衛生法に基づく健康診断等の実施

歳出 予算現額(円) 決算額(円) 歳入 予算現額(円)

産業医委託料 240，000 240，000 国庫支出金

支 職員健康診断委託料 4，728，000 4，416，277 財 県支出金
出
アレルギー検査委託料 140，000 85，860 

内

源、割
地方債

内合
訳 訳 l その他

一般財源 5，108，000 

.g. 計 5，108ρ00 4，742，137. 4ロ』 計 5，108，000 

，人件費概算 |人四七割人間5川記 r~~ I I 会話~III 一般
活動指標または成呆干首謀

1 1健康診断の受診者数(人間ドック受診者を除く)

H25 

636人

636人

l00.00% 1 100.00% 
I 15人 1 25人

該当部署の対象職員数に対するハチアレルギー I........... .;.;:;i...........t 2 1~~~~;;.:~:;:'1~，，:w..，，_/\:J ] .~' ./ / ~， r ¥ I 15人 1 25人
検査の受診者数 1..........:7.~~~.:~......~ 

l00.00% I 100.00% 

3人 1 3人

31ハチアレノレギー検査陽性者へのエピベン配布数 1 3人 1 3人

100.00% I I 100.00% 

目的の妥当性 妥当である|労働安全衛生法に基づく事務であり妥当である
妥 r・・・・....・-……・………・・・…，.............................，
当 |自治体関与の妥当性| 妥当である|労働安全衛生法に基づく事務であり妥当である

|性 I.~.;.，.;.……………………・1.............................1
.対象f受益者〕の妥当性| 妥当である|労働安全衛生法に基づく事務であり妥当である

目標達成度 '献している|目標どおり達成している

ir持労務::::::I::5主夜ヨ 5l5j;:::::::::::::::::::::::::::::::::::::::
上位施策への貢献度|貢献している|職員の健康維持及び被害防止に寄与している

，実施主体の適正化 |適正である|労働安全衛生法に基づく事務であり適正である
効ト・H・H・-…………ん……・4・ | 
率 |受益者負担の適正化 l適正である|労働安全衛生法に基づく事務であり適正である
性 f.，...…N・J・H・H・...・......・....……1.............................1
コスト効率 |適正である|労働安全衛生法に基づく事務であり適正である

一 .レ
、健康診断の結果、要再検査又は要治療と診断された職員への対応

課題

今の後方

向性

特記
事項

計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期

匹I10 I 

決算額(円)

4，742，137 

4，742，137 

経常



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局室町所得)1 

害|雲語霊霊祭器BZ建言諜震52禁!ZK|対象|職員
震|条に基づく事業であ日務中の災害を補償するこ民|手段 i公務中に発生した災害に対する補償
要|公務に集中できる職場環境を提供する。

人事課 給与係 回三日
IJ¥項百I

歳 出ノ 予算現額(円) 決算額(円)

議員及び非常勤職員公務災害補償 300，000 928，553 

支 賠償金 500，000 。
出

内
訳

、 dE』Z 言十 800，000 928，553 

l 歳入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

財源割 県支出金

内合 地方債

訳 その他

一般財源 800，000 928，553 

dロ』 富十 800，000 928，553 

人件費概算 !人四入21人件1201閣 1無 I[劃一般 経常

100.00% 100.00% 

活動指標または成栗干首謀

公務災害発生件数に対する補償件数
(指標設定できない)

• • • • • • • • 
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t
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一二一=ー
1

9
2
が
h

…か
v
l

H一

8
…8
• • • • • • • • 

・
同

2 

3 

.目的の妥当性 | 妥当である |地方公務員法、地方公務員災害補償法、労働基準法、労働者災害補償保険法に基づ《事務であり妥当である
妥 }……………・・………1.............................1
当 |自治体関与の妥当性| 妥当である |地方公務員法、地方公務員災害補償法、労働基準法、労働者災害補償保険法に基づく事務であり妥当である
性ト…...・H・-…………......…1.............................1
対象(受益者)の妥当性| 妥当である |地方公務員法、地方公務員災害補償法、労働基準法、労働者災害補償保険法に基づく事務であり妥当である

目標達成度 達成している|発生した公務災害について速やかに補償等対応している
有 t..……..山……..山..山....……..山00'"山……..山...山……..山..山....山……..山……..山..山....……..山..……..山..…
効 i類似事業の存在 |存在しない

性エ雨量二記長誌面|説モ.~.~~.1三議長主主婦議員長副議山花
1 *1. 1実施主体の適正化 | 適正である |地方公務員法、地方公務員災時償法、労働基準法、労働者災害補償保険法に基づく事務であり適正である

ω効ト……………………1...，.........................1
J率 |受益者負担の適正化| 適正である |地方公務員法、地方公務員災害補償法、労働基準法、労働者災害補償保険法に基づく事務であり適正である
性 1..........・..…………n....・H・..1.............................1
コスト効率 適正である |地方公務員法、地方公務員災害補償法、労働基準法、労働者災害補償保険法に基づく事務であり適正である

.レ
発生した公務災害については速やかに補償等対応しているが、そもそも公務災害を発生させない取組みが必要である。

課題

、

今の方後
計画どおり事業を進めることが適当

改善

向性
時期

呈|



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課骨・室鋼所得)I J 人事課 給与係

歳出、 予算現額(円) 決算額(円)

遺族年金 792，000 792，000 

支訳出向

.g. ヨ 計 792，000 792，000 

匹I12 I 

歳、入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

財 県支出金

源内 割合 地方債

訳 その他、

弘一般財源 792，000 792，000 
合 i 計 792，000 下792，0001

人件費概算 人民|人官。けずl無|邑当 一般 経常

※上段:目標中段:実績下段:達成率

活動指標または成果指標 I H25 I . H26 . I I . H27 !目標 l

1 6回 1 6囲 1 I 6回 |達成
小野田市職員退職年金条例に基づく遺族年金の| 街・ t...........6百 I 1 猫 -rEf 
給付数 ト・M ・M ・-………↓………・……・1 J...........::~...........4一二一

100.00% I 100.00% I I 100.0% I 

2 

通普

3 

ド |目的の妥当性 |妥当である|地方公務員法第43条に基づく福利厚生事業であり妥当である
妥}“........・M・.........…...・H・.....・M・1.............................1
当 1旧自治f体本関与の妥当性 l妥当である|地方公務員法第4羽3条に基づく福利厚生事業であり妥当である
性 }トトト"………….. …… .. ………… .. …… .. …… .. …....………… .. 山….. 山....………….. ………….“…… .. …… .. …....一………1一一….. ….“. “………….“…… .. ….“. “………….“山….“…一.. 
対象C受益者)の妥当性| 妥当でで、ある|地方公務員f法去第43条に基づく福利厚生事業であり妥当である

目標達成度 達成している
有 t.....................，..:.，......，..........J
効 1類似事業の存在 1存在しない
性}、|
I|上位施策への貢献度|貢献している

|実施主体の適正化 1 適正である |地方公務員法第43条に基づく福利厚生事業で小野田市職員退職年金条例に基づく事務であり適正である
効、1--'"・4・…......;....;，.:，;;.;;;....:.:，1
率 l受益者負担の適正化1適正である |地方公務員法第43条に基づく福利厚生事業で小野田市職員退職年金条例に基づく事務であり適正である
性 L……-………… i

コスト効率 ... 適正である l地方公務員法第43条に基づく福利厚生事業で小野田市職員退職年金条例に基づく事務であり適正である

課題

今の後方
計画どおり事業を進めることが適当

改善

向性
時期

1. :~ 



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課圃局・室鋼所得)I 人事課 人事係 匹I13 I 
小項目{

職員共済会事務

葦lZF務員法第長柔I~基づく地問団体の義務業|対象|職員

議|各種給付金の給付事業や、人間ドッグ利用助成など福利|手段|給付事業、福利厚生事業、元気回復事業を実施
|厚生事業のほか、プロ野球観戦など、職員の元気回復事' E 

要|業を行う。 I意図|職員の元気回復に寄与

歳 出 予算現額(円) 決算額(円) 歳。入ヨ 予算現額(円)

職員福祉費 3，300，000 3，257，0001 国庫支出金

支
出

内

源財 白割
県支出金

内合
地方債

訳 訳 その他

一般財源 3，300，000 

合!計 F 3，300，000 3，257，000 d回』 計 3，300，000 

入件費概算 !入工数(人民|州知~~ol I官1無 Il:竺リ 一般

活動指標または成果福覆 、H25

1 1人間ドッグ申込者に対する受診者数
l00.00% I 100.00% 
2回 I 2回

21元気回復事業(プロ野球観戦等)実施回数 2回 2回

100.00% I 100.00% 

3 

I rn t目的の妥当性 |妥当である|地方公務員法第42条に基づく義務業務であり妥当である
'妥~;;・M・..…H・H・.....・M・.......・H・..・1.............................1

当 |自治体関与の妥当性|妥当である|地方公務員法第42条に基づく義務業務であり妥当である
性 l.....;.…………………...1.................;...........1

対象(受益者)の妥当性|妥当である|地方公務員法第42条に基づく義務業務であり妥当である

目標達成度 1達成している
有}、|

効 |類似事業の存在 |存在しない
，性

上位施策への貢献度|貢献している|職員の元気回復に寄与している

実施主体の適正化 |適正である|地方公務員法第42条に基づく義務業務であり適正である
効}…………………H・H・..…1.............................1.
率 |受益者負担の適正化|適正である|地方公務員法第42条に基づく義務業務であり適正である
性}………………?…....1.............................1.

コスト効率 適正である|地方公務員法第42条に基づく義務業務であり適正である.. 

決算額(円)

3，257，000 

3，257，000 

経常

元気回復事業については、平成27年度にレノファ山口の応援ツアーを加えたが、より多くの職員が参加できる取組みが必要

課題

今の方後

向性

特記
事項

である。
また、平成29年度から、 13市職員親睦体育大会が再開見込みであり、その運営方法等の検討が必要である。

計画どおり事業を進めることが適当 改時期善



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局・室・所得)I 人事課 給与係

示事百I

人事管理事務

歳 4 出 予算現額(円) 決算額f円) 歳 入 予算現額(円)

普通旅費 314，000 522，154 国庫支出金

支 消耗品費 484，000 862，489 財 県支出金
ι出)
印刷製本費 231，000 125，712 

内
源割
地方債

内合
訳 手数料 3，000 1，890 訳 その他 負担金 314，000 

一般財源 718，000 

合、計‘ 1，032，000 1，512，245 d回L 計白 1，032，000 

人件費概算 r工数勺|人{需拡11官昆|無|雨前| 一般
活覇福覆言正は成果指標 H25 

1 I宮城県山元町派遣職員帰庁報告実施回数 4回

100.00% 

2 

3 

目的の妥当性 妥当である|職員の給与関連事務、その他人事管理上必要な事務であり妥当である
妥 ト・・・・-…...・M・..…........…・・・・・・・・叶 1 

当 1自治体関与の妥当性|妥当である・|職員の給与関連事務、その他人事管理上必要な事務であり妥当である

性ヨぶ語長弘主主-証I 込.~;Þ;~....I議員局長五両-高差是:説記X語通エ記長言語32長ぷぷ
目標達成度 |達成している

有~.....'.......， .ò.'...................;.........，

効 |類似事業の存在 |存在しない
性 1.. :....…....... 
一上位施策への貢献度|貢献している|人事管理に寄与

実施主体の適正化 |適正である|職員の給与関連事務、その他人事管理上必要な事務であり適正である
効~~;.......'~...，・m・-…………...1............................. ，

率 l!畏霊益者負担の適正化|適正である|職員の給与関連事務、その他人事管理上必要な事務であり適正である
性 Iトい"山……….. ………… .. …… .. …….“…....一、山….竺一….. 
司スト効率 1 適正である|被災地に対する支援であり札、必必、要な経費負担である.. 
宮城県山元町への職員派遣(建築士)については、平成27年9月末をもって終了(帰任)
技術職以外の一般事務についても、継続して職員派遣の要請がある。

課題
、

今の後方
計画どおり事業を進めることが適当

改善

向性
時期

財源内訳:宮城県山元町災害支援派遣職員人件費負担金

匹I14 I 

決算額C円)

522，154 

990，091 

1，512，245 

臨時



平成27年度事務事業評価シート|課・局・室・所得)I 

_1山陽小野田市執行機関の附属機関に関する条例に基づ
芸|き、山陽小野田市特別職報酬等審議会を開催し、意見を

概|聴く。
要|ほか、人事管理上必要な事務を行う。

歳~出 予算現額(同) 決算額(円)

委員報酬 200，000 78，000 

、支出 『

退職手当他会計負担金 16，631，000 16，745，460 

内
訳
、

dE誌ヨ. 計 16，831，000 16，823，460 

様式1号(事務事業評価)

人事課 給与係 匹I15 I 

歳入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

財 県支出金
源割
地方債

内合
訳 その他

一般財源 16，831，000 16，823，460 
、，Ee2h 計 16;831，000 16，823，460 

人件費概算 iλ工数(漂いT支出。II鷲見|無|同問| 一般 臨時

活動指標または成果指標

1 1特別職報酬等審議会開催回数

21審議会の答申に基づく条例改正

3 

H25 ，H26 

開催なし

目的の妥当性 l 妥当である|特別職の報酬等について審議するもの、及び職員の退職手当に関する事務であり妥当である。

i|王将時五|:22255EF--F25jl持ョ;::22445FEE-当時1155::
対象(受益益、者)の妥当性| 妥当である |特特-別職の報酬等について審議するもの、及び職員の退職手当に関する事務であり妥当である。

有 l.~目..空空樫空黙?里 | 号吹It'ど史叶，.三オ'9オT計|空脅雪空竺(/)三竺今空竺)~竺竺勿?空竺:$
効 |類似事業の存在 、I存在しない

性エ副長二伝説長|員証こモ-i-;五|雨漏説副長通21i;是正CE;:L
実施主体の適正化 適正である|特別職の報酬等について審議するもの、及び職員の退職手当に関する事務であり適正である。

l 効 • t・・1…...・H・....・H・-……….......，
率 |受益者負担の適正化| 適正である|特別職の報酬等について審議するもの、及び職員の退職手当に関する事務であり適正である。

v 性 、ト……・・……........……イ l 

課題

今の向方性後

特記
事項

コスト効率 |適正である|報酬等審議会については、 2つの審議会を統合したことによりコスト削減に繋がった

....... 

計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期



様式1号(事務事業評価)

匹1 10 1 

車 L!地方自治法等の規定に基一矢面方公共団青函轟吾に|対象|地方自治法第252条の17の5第1項の規定に基づく調査
芸|関する総理府令J(昭和28年)に基づき、毎年各自治体でI'.~':~.I
概|定期的に作成されるもので、総務省より「地方財政白書JI手段|国の定める調査表に基づいて作成・提出
要|として公表されるものである。~

小項目(

財政係財政課平成27年度事務事業評価シート|課・局室首所(係)I 

歳入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

訳財調向 割合

県支出金

地方債

その他

0..;;;..般財源

4 合;計 。 。

歳出 予算現額C円) 海官翻t円)

支=

出

内
訳

合計 。
経常川市一

|人工数(人役)1人件費(円)I 
031 1，730，549軍

1 I決算統計対象会計数

2 

3 

|五十|目的b妥当主 |妥当である|決算状況を明明握会析士るこ氏自治体開の比較空容易にすることが可能

当 |自治体関与の妥当性| 妥当である 1r地方自治法等の規定に基づく地方公共団体の報告に関する総理府令」に基づく調査
性 f............. …ムー.~::';...;~.;.+............................I

|C ， ..1対象(受益者}の妥当性| 妥当である|地方自治法第252条の17の5第l項の規定に基づく調査

?有二 I;~，~達成度 ...1達成している'.....-!-;-..ふ...，......，.....................1
劫|類似事業の存在 .1存在しない
性 F;o.....;，.;;;;主 ;.......1
上位施策へb貢献度l施策体系外

|実施主体の適正化、 01三01 適正である
三劫 lιi戸町巳.. 戸3竺'~~.，.. 刊~'，'刊叩川眠v刊山刊川山.. 川山….. パ川山.イ山山九、い..‘，.........:."，....:...:.1
率二|受益者負担の適正化|適正である
性 f.....・.....~! .Ti-...-.-;-. ;-..~~~......・H ・H ・.+..............・H ・.........'1'

コスト効率でご |概ね適正である|調査表作成日数の圧縮を図ることで人件費の抑制が可能

引き続き、調査表作成要領等に従い正確な分析を行うとともに、事務分担等により効率的な調査表作成を行う。

今の後方
計画どおり事業を進めることが適当

-改善

向性
時期

.. 



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局宮・所(係)I 財政課 財政係 匹I11 I 

地方交付税事務

事|地方交付税算定のため、交付税算出資料を作成する。 I対象
|・普通交付税:各種基礎数値の提出 (4~5月)、県へ算出資料L三1竺
業|を提出・交付額決定(7月)、翌年度基礎数値の提出(10月) {日雇
概|・特別交付税:各種基礎数値・資料の提出(9月)、交付額決疋1-'-出
雲 1(3月)一

歳 出 予算現額C円) 決算額(円)

ユえ貰円出三:主t 

訳

i匡bヨh 計 。 。
-e 旦HLl' I J円晶、 E E ••• ヨ宜主~ .， .......、

歳一入 予算現額(円) 決算額{円)

国庫支出金一

更畏向踊財4官干一割合ミ王; 三

県支出金

地方債

その他

一般財j原

合計 .0 。
一般 経常

:活動指標または成果指標 1 H25 1 H26 
4，385，000千円14，080，000千円

1 1普通交付税の交付決定額 14，372，212千円14，337，885千円

円
…
円

加
一
千
一
千

つd
-
n
u
ι
Q
d

l
h
-
n
U
M
q
u
 

民
一
点
…

3

1
i
-
n
u

一n
L

-
ワ
t

一n
u

--ιUH
巧

t

一
円
一
円

尚
一
千
一
千

H
t
-
n
u
ι
n白

F
J
-
O
工
b

Q
d

一n
u

一1
i

9
-
n町
…
ワ
ハ

円、u
n
n
J
U

司

t
n
η
t21特別交付税の交付決定額

99.60% I 104.92% 

3 

|目的の妥当性 |妥当である|地方交付税の算定を通じ、必要な財源を確保している。
妥三・1-';..¥..:.，.:::....・...…………1.............................1
牛当省エ|自j治台体関与の妥当性| 妥当である|地方交付税法に基づき、市町村が算定の基礎となる資料を作成するo
性 lト卜u……….. 山叫.. 竺汗4デ戸i
対象(受益者)の妥当性l妥当である

有 .I.~:~門主 .二..l!.~:~とご.~.:~J.~門勿ザ.??!fTとき!??.T尽去三:!TT汗?芳三(，\60

i効二二三|類似事業の存在 I 存在しない
二桂三fM.:;:，::，:，..，.:.....".，;.;............，..1
竺|よ位施策ちの貢献度|施策体系外

効懐施主体?適正J.~.;i.:::1 適正で円
三率二J受益者負担の適正化|適正である
三荘r ト正川ト竺←……主ブ戸一川.. 山…….. 川ぷ.“瓦…-瓦一;一..ら…………い.. ………… .. 山………….. 山………….. 山……….“一…….山山….. … .. 日……………'一……………L一一……….. 山…….. 山…….. 山….. 山斗.. 
bコえト効効r率、:三7三ιニZξ一 1概ね適正である叶|担当課との連携強化や算定資料作成マニユアノルレ化などにより業務時間の削減余地あり。.. 

ゴ一一一2

平成27年度から始まる合併算定替から一本算定への移行による段階的な削減lこついては、支所に要する経費の算定などの
見直しが行われる予定のため、今後の影響額の把握に努める。

課題

今の向後方性 計画どおり事業を進めることが適当 改時善期

特記、l___u，_.~壮古斗幹
事項 11:....1-'- J.*宇京



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課骨E室・所得)1 財政課 調整係 匹IJIJ

豊田誠擁立恐器開Zる法律山き、|対象|普通会言十決算
=1監査委員による審査の後、意見を付して議会へ報告す|手段|決算数値を基に、国の算定様式により算定
霊|る。市民に対しては、市広報及びホームページを通じてU~~fi2lJ
l公表する。 1て意図二|地方公共団体の財政の全体像を明らかにする

ホ事百T

健全化判断比率及び資金不足比率の算定事務

歳入 予算現額(円)三決算額(円)

財

国庫支出金

県支出金

源内 割合 地方債三三

訳 その他

一般財源

合計 。 。
^件費概算 |人工数(ttiM牛 F官|無 I I会計種別| 一般 経常

活動指標または成果指標 H25 H26 

実質赤字なし 実質赤字なし
法に基づく健全化判断比率(実質赤字比率)の適

実質赤字なし 実質赤字なし
1正な算定 -・・・・・ー・.....................

100.00% 100.00% 

15.10% 14.30% 
法に基づく健全化判断比率(実質公債費比率)の -・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ -・・ B・・・・・・・・・・・且.............

14.50% 12.80覧
2適正な算定(数値は3か年平均)

ム0.6ポイント ム1.5ポイント

県内平均59.8県内平均50.8
.....・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

3法に基づく将来負担比率の適正な算定 65.7 65.7 

+5.9ポイント +14.9ポイント

県内平均値43.1

60.3 

+17.2ポイント

目的の妥当1桂主 1妥当である |法に基づく指標により玖、監査の意見書を添えて議会に報告することで、財攻の健全性を明らかにする
妥 lトト.リ叩Pρ川..
当 i旧自治{体本闇与の妥当性| 妥当である|法律に基づき、地方公共団体が算定し、公表する

r 性 }トト日………..…..………..………..山……..………..…..…..………........，.円}戸"……..………..…..….“.……….日ι.ふ示ι…..一.
|七r三三 I対象(受益者)の妥当性| 妥当である|地方公共団体の財政の健全化に関する法律に基づく事務

~I 目標達成度 |達成している
有 ド.，ぷ・・・・主...:....7...................1
効
性 lトト“山…….“山…….“山.. 山.“圃M……….. …...….川……"一…♂1プ..-.一L一一吋λ=竺.. 占山台示ト...芯訂 ';;:...;，.1 
|I上位施策への貢車度|施策体系外
三|実施主体の適正化 |適正である
効ュ 1...:，;聖子主主.~ .・・ .，'......1 
率 1受益者責担②適正化|適正である
性ト・…・-……一;t.~;.{..;.;.;....1

|コスト効率 三一一一二|適正である .. 
指標の改善については、長期的な視点による取組が必要

一一 一'
課題

今の向後方性 計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期

業

一

事

一
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一
予

一
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一
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記
項
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一
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事
一

-

-



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課骨・室・所(係)I 調整係財政課 匹I13 I 

(円)

計

|三 人件費鵬

活動指標または成果指標

歳入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

源京財肉 割食三

県支出金

地方債三

その他二

一般財源

合計 一一O 。
一般 経常

1 1財務諸表数 --
E
 

• • 
-
a
 

no
一
一

2
一4
一4

U
H

一…:
 
:
 
:
 
:
 
:
 
:
 

;
 :
 
:
 
:
 
:
 

民
u

一…
2
一
4
…4

H
一

…• • • • • • • • 
・

基礎的財政収支
21 
(実績数値は、作成年度の前年度決算数値)

円
…
刊

側
一
千
一
円

n
u
-
n
U
E
向
山

口
抗
一
川
一
向
p

n
u
-
t
A
E
q
d
 

t
i
-
n
U
一
円

U

-
n
U
山ハ
U

一3
r
L

一
円
一
刊

附
一
千
一
河

口
U
-
n
U
F
川
』

、
ム
一
品
川
v

…
向
V

:
 

n
u
-
t
l
l
p
b
 

唱

A
-
n
u

…'
A

ハU
H

4
生

3
H
L，
 

3 

472.00弛 I 334.00% 

目的の妥当性 妥当である|財政運営の健全化に向けて、資産・債務管理や予算編成等に活用する
妥 }ト卜ト.. 山..山川.. 

当 |旧自治{体本関与の妥当性| 妥当である|同自1治台体の財政状況を、企業会計的手段により把握する
性 }ト..……..…..叩叫.ぺ雨房白…L一….

|対象(受益者)の妥当性|検討が必必、要|普通会計に加え、今後は特別会計、企業会計等を含めた財務書類作成の検討が必必、要

|旧目標違成度 l概ね達成して叫bい、泊る
有 1....・H・...……・、|
効 |類似事業の存在;三|存在しない
性 I・M・.....…...…........・H・..べ l
l上位施筆討の貢献度|施策体系外

Ic
C d:lj I要施主体の適正化 |適正である
r 効 1::.，..............;..........................1
率 |受益者負担の適正化|適正である
性 1...;……ω..…五1.............................1.
j、Iコき卜効率三三 ι|適正である| .. 
-公表については、決算確定後、早期に分かりゃすく公表する。
-平成28年度決算からは統一的な基準による財務書類を作成することになるため、固定資産台帳の整備や複式簿記の導入
などを計画的に取り組む必要がある。固定資産台帳整備については、平成27年度から着手した。

課題 -現行の総務省改訂モデノレによる財務書類の作成については、特別会計、企業会計等を含めた連結財務書類の作成が課
題。

舎 4

-財務諸表をどのように活用するかの検討が必要

今の後方
事業の進め方等に改善が必要

改善
29年度以降、改善する予定

向性
時期

業

一
事

一

算

一
予

一
ロ
一

ゼ

一

一
記
項
一

一
ト
特
事
一
:
 



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課局・室・所得)I 財産管理係管財課 匹I1 I 

ーl平成20年3月策定の市有財産管理運用指針に基づ
芸|き、市有財産の適正な維持管理を行う。また、財務規則に
概|基づく市有財産の総括的管理も行う。

ー ト裏・一一

F 三三歳出= 予算現額(円) 決算額(円)
三二一 需用費 1，255，152 1，220，947 

役務費 46，000 37，985 

委託料 809，812 809，812 

使用料及び賃借料 120，368 119，896 

その他 2，100，600 2，100，600 

合計 :'.4;331.932 4，289，240 

小項目(

歳キ入一 壬豊里塑(円) 決算額(円)

吉調向正 割合

国庫支出金

県支出金

地方債

訳 その他

一般財j原も 4，331，932 4，289，240 

合計 4，331;932 4，289，240 

一般 | 経常

|註ニ τ 」活動指標または成果指標

1 1草刈等件数(目標は設定しない)
山仲
T

H

ワ
4

6
一
…

d

m
I

一
…
所

1
一
…
箇

一
、

-
n
a
u

-
-
一
件

一

二

一

町

内

U

5
一
…

4

世
一
一
所

1
一
一
箇

二

一

9

一
一
n
d

21修繕件数(目標は設定しない) -…羽平 "・・・・・r.......・・8存....

3 

三!'l~:~.~妥黙 ...........:..1 雪ヲヨ~....I.~!~.計守三円:??.2T:
L 当 l自治体関与の妥当性|妥当である|市有財産の管理であり、妥当である。
性 f.……一……H・H・-山…H・H・1.............................，
対象(受益者)の妥当性| 妥当である

目標達成度三三三
J 有 1ゼ山手示・μ 示三石 ;，1 

効 I語似事業の存在=口 一|存在しない
三性 | ト ，...........;............1 
|上位施策への貢献度|施策体系外

J実施主体の適正化与 I適正である
効三l主主...き三品・ぶ三電子山ヰ1・・・・・……・・….....・H・'1
三率 I受益者負桓の遍正化J適正である|市有財産の管理であり、適正である0
1性 F....………………-…...1..........……….1
|コスト効率 1 適正である

..... 
今後の利用計画のないまま遊休化している財産が多く見受けられ、遊休財産で、あっても、建物の共済保険料、草刈等の委
託費、経年劣化による修繕費等の維持管理経費が増加している状況にある。

課題

今の方後
計画どおり事業を進めることが適当

改善

向性
時期

特記
事項



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局宣明(係)I 

事|予期せぬ損害に迅速に対応し、市有財産の損害補填
1::1及び市の賠償責任の確保を図るため、市民賠償保障保

管財課 財産管理係 匹c::o
小項目(

義|険、建物火災餓及び道路賠償保険への加入及び保険|手段|保険の加入手続き及び事由発生により保険請求事務を行う0

.要l苧求事務宇行つ。

歳:出 予算現額(円) 決算額(円) 歳入 予算現額(円1

号7ミ茸ュ出肉モて、?ι 

保険料 700，877 691，849 

訳

国庫支出金了

室署オ長i 

県支出金ょ三

地方債 二

訳 その他

一般財源 700，877 

.g.. コ 言十イ
寸 700，877 691，849 4E』:a 計 700，877 

[ " Ai1f:ttaUJ. I人工数(人船l人件費(円LJI交付税， __ -， ，':~_L~"'-"'I' 
J λ件費概算 I 0.7可| 弘削仰Oω帆3

※上段:目標中段:実績下段:達成率

|三ユ ¥活動指標または成果指標二 ミ I H25 1 H26 コ， t ーH2'Z:二=1目標 l

I I I I I達成
1 1損害発生件数(目標は設定しない) r 1件 r 0件 I r 1件 1度三

2 

3 

三τJ三|目的の妥当性三どい|妥当である|市有財産の損害補填及び市の賠償責任の確保のため、妥当である。
?量ナー三'h... i ，.，，;九品川.-.~.....-.1'. i -. ~._..-i; "1"・H・.1.............................1

l ぎ~I寛治体菌寺り量当位-I 妥当である|市有財産の損害補填及び市の賠償責任の確保のため、妥当である。
，-..... r"・H・...................・・・H・H・・・・・・・・・・・v… . 
マ |対象(受益者)の妥当性| 妥当である

|旧目標達成度

;圭:ZえZ立d梧梧掛考ぎ券誓:善言善善#:5笠そ説説手房説筏夜-主主芝...一;::::::;:;:;;:;:;;;;::;;:::::::]]:::]]1I::11II:[[[|[[[::::::::::》-t存討.主主点存-:
一 ヨ上位施策F石石ミζ:の貫献度j

実施主体の適正化 |適正である

決算額(円)

691，849 

691，849 

害|語録制:lI55E1225静子房長525持日時五千長;:::::::
|ゴスト効率三 」三 |適正である ... 
なし

、

一課題

今の後方
計画どおり事業を進めることが適当

改善

向性 時期

笠l



横式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局宮'所得)I 管財課 財産管理係

中項目(

歳出 予算現額(円) 決算額(円) 歳入 予算現額(円3
燃料費 3，996，686 3，770，593 国庫支出金

訳支向出

修繕料 1，826，647 1，826，647 

保険料 779，904 784，174 

機械器具借上料 3，768，632 3，732，408 

財 県支出金:
源内 割合 地方債
訳 その他 保険収入 500，000 

その他 826，624 672，748 一般財源 10，698，493 

キ合三計 11~lQ8 ，493 10，786，570 dロ:.. 計 |仏198，493

人件費概算二 !人工数{匂; r宝到来|恒到一般
l一一三 活動指標または成果指標 二 1 • H25 

1 1共用車の1日平均稼働率(目標は設定しない) 86% 86% 

2 

3 

目的の妥当佐三 I妥当である|市の公用車であり玖、妥当である。
二?三一妥 }トトい"山……….，…..山………..山…..山山..叫.川..一…んん;.……;し……..山.“……..山山.. 山山…….. 川山..山…..山..……  .. 山山..川ρ川川川..山山..川..必.パ山司正“泊亀リ....ら-ぶ"山山….. 山….. 山斗..

ι当 |自治休関与の妥当性|妥当である|一元管理による効率化と維持管理費用の軽減であり、妥当である。
性ごI・e・......・H・…...・a・E…で・|・・・ l 

|立す象主受益者)の妥当性| 妥当である

目標達成度f

有ト......._.........叩 1 

1効 |類似事業の存在三 I存在しない
三性二 1... ，.;.....・P・:..............:.，:，;!.~，;...;I

壬:己|上位施策への貢献度 I:施策体系外

|実施主体の適正化 |適正である|一元管理による効率化と維持管理費用の軽減であり、適正である。
効~..・H・-……〆..言t'，. ・........一...・I ・ ............................1

率 |受益者負担の適正化|適正である|市の公用車であり、適正であるo
-II'Q:- "i...-.-...帥・・・......“・・...~... ，.“・，-..;-...;.1.............................1
一 Iョスト効率 三 I適正である|市の公用車であり、適正である。

.レ

匹E己

決算額(円)

1，052，224 

9，734，346 

10，786，570 

経常

共用車が不足する事態が頻繁に発生している。また、老朽化により更新を要する車両が増えており、計画的な車両の入れ替
えを検討する必要がある。

課題

今の向方後性 事業の進め方等に改善が必要
、改善
28年度中に改善に着手

時期

笠a



様式1号(事務事業評価)

匹1 11 1 統計係情報管理課平成27年度事務事業評価シート|課・局・室z所(係)I 

同T

100.00% 23，990，879 

。
23，990，879 

臨時

24，113，000 

。

l
l
標

:

:

 

一

一

同

口

一

…

…

;

-

-

-

j

-

-

-

j

:

・

:

-

H

-

L

Z

一

九

比

%

:

1

・
・
・
l

一

一

長

一

6
一
…
…

X

T
I
l
-
上
上
一
2
一6
…
6
…川

:

ー

-

J

i

:

 

;
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;

;

 

一
材
入
一
一
…
…
l

i

J

 

j

;

 

一支

3

一
l
寸

4
Jー

:

;

 

J

J

 

-
E
l
t
t
E
E

一
…
…
肱
川

5
一
…
…
刈

2-
一4
一4
一パ

:
 
;
 

L
j
同
一
一
日
U

直

・

1

•• •• •• •• •• 
・・

l人工数(人役H人件費(円)I 
421 21，801，712 

三歳主出 予算現額(円) J決算額(円)

学校基本調査 4，000 3，700 

支 国勢調査 23，928，000 23，814，179 
出
農林業センサス(補正等) 38，000 30，000 

F 訳内
経済センサス(準備業務) 143，000 143，0001 

二、工合計 24，113，000 23，!;l90，879 

1・- 一一一一一 一 一一一一 一 . 品且L Aa . h'_，.且
z 太{牛費概算

百覇商標または成果指標工?

1 I基幹統計調査の実施数(準備業務も含む)

2 

3 

妥
}当
性

ι 
二三オ目標達成度 I達成している|目標を達成している。
|有 I~ 山手同 ';;';.......:.;l...:;~.;..~~~..~....l
効 |類似事業の存在 1存在しない
性 i 二，.;..1
1 .1上位施策への貢献度|施策体系外

三主三手三'，'1実施主体の適正化 | 適正である|法定受託事務である。

効 f.“….率 |受益者負担の適正化|適正である|法定受託事務である。
性 }トトトト“…….“.. ……… .. 山….. 山….. 山....川……….日…………'ぺ………へ?…….. 山....ぷ.

| 三三 1:::(コ冬ト劫率 | 適正である|法定受託事務である。

目的の妥当性 1妥当である|法定受託事務である。

自治体関与の妥当性|妥当である|法定受託事務である。

対象(受益者)の妥当性| 妥当である|法定受託事務である。

P課題

， 

今の向後方性 ? 計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期

.レ



様式1号(事務事業評価)

回コヨ統計係情報管理課平成27年度事務事業評価シート|課掴局・室E所得)1 

歳入i三 予算現額(円) 決算額(円]

国庫支出金

県支出壷三 z 100.00% 15，000 11，000 

地方債ゴ

その他

ー般財源 。 。
4ロ』 計 ， ::15，000 11;000 

歳 出 予算現額f円) 決算額(円)
調査員確保対策事業 15，000 11，000 

支
出、

訳向、J壬

三一二一合 計 15，000 =ι三n;ooo

交付税
算入

一-ハ
U

-

y

，J-
r
n
u
-

南一

M
一

E
-
7
-

量
F
-
F
h
u
-

T
J
-
1
i
-

1
 

汗
比
同
一

n
u
-

-
'
t
E

、--

工
一
一

経常人件費概算

活動指標または成果指標

1 1新規登録調査員数

21年度末現在の登録調査員数

3 

1目的の妥当性 |妥当である|県委託事業であるo
妥 }トトト"山…….. 山.. 山…….. 山.. 山…….. 山.. 山....山

当、 11畠当治体関与の妥当性| 妥当である|県委託事業であるo
性 |卜.片ら♂ら日{示....…….. …...………… .. …… .. …… .. … .. マγγア一一一1一.毛土竺rγ一一………7一一….. ……… .. … .. ….一・M・.:.:;;....:+・・ ..............1 
I対象(受益者)の妥当性|妥当である|県委託事業であるo

同度 |蜘達成…
有川 }ドι一ぷ.. ……… .. 一….凶山….. 山.. …. 
効 |類似事業の存在 I存在しない
性 }トトトい"山……….“山….. 山……….日山….“山….. 山...“………‘“山…….“山….. ….“.十川n …一7よい且 ......1 
i上位施策竺の貢献度|施策体系外

三コ|実施主体の適正化 |適正である|県委託事業である。
効 ト・H・H・...，.・H・.....・H・-……・"卜・・ ・・・ ....・↓

"Ig~主叩tl ーる|県委吋ある~'''''''''':ー.;，.............，.，.1.............................1・

l:tiiト効率 f者三 c I適正である l県委託事業である。.. 
-山口県統計調査員確保対策事業要綱第4条第2項(1)エにおいて、登録すべき者の数は「経済センサス基礎調査の調査
区数に2分の1を乗じて得た数Jとされており、山陽小野田市の数は59である。

課題
-登録すべき者の数は上回っているが、経済情勢の変化に伴い、統計調査業務が複雑化・困難化しており、プライバシー意
識の高まりによる協力意識の低下など統計調査をめぐる環境が一層厳しさを増している状況で、統計調査員の確保が困難に
なっているo
-今後も啓発して確保に努める。

今の向方後性 計画どおり事業を進めることが適当 改時期善、z 

凶
※上段:目標

jZ引



様式1号(事務事業評価)

匹LliJ
小項目(

統計係

事|統計の普及と統計技術の向上を図り、地方統計の発展に寄与す
lるために、山口県統計協会の正会員として負担金(法令外)を負
業|担する。山口県統計協会は、統計普及事業として統計大会の開|手段|正A 員として、負担金を負担する
概|催、調査員の表彰、研修、各種統計図書の刊行をしており、正会l l 古
要|員には山口県統計年鑑等統計図書を無償頒布している。 ーーし意図1地方統計の発展に寄与するため

情報管理課平成27年度事務事業評価シート|課・局室・所(係)I 

議 λ 亨事事覆(円1決算額(円)
国庫支出金

財 県支出金
瀬割
地方慣二

内合
訳 その他 県民手帳隣旋報慣金 7，000 6，600 

竺一般財源三ご 。 。
合 z 計 、7，000 )二6，60O

歳 J 出 予算現額f円) 決算額I円〕

三三Z重向曲ι 

山口県統計協会負担金 7，000 6，600 

」訳

合ご計 7，000 、6，600

凶…一
m

l人工数(人投Jr末再葺I再汀
|01  01 算

j

概費時T入 経常

H25 活動指標または成果指標E三

2 

3 

|目的の妥当性 |概ね妥当である
三妥 t;...........................................1
三、当.I自治体関与の妥当性|概ね妥当である
性 I.................~..:....:........:..:.:;;..I

対象(受益者Jの妥当性|概ね妥当である

目標達成度
~有三f. τ;.:............，.............1 

:幸子|雪fJ;L烹??JJ Tそどさど.
上位施策今の貢献度|施策体系外

|実施主体の適正化 I概ね適正である
効ート三 l 
f率 I受益者負担の適正化|概ね適正である
ム性."1，............::....，...;.....:...........;;..1 
コスト効率ニ三|概ね適正である

..... 

計画どおり事業を進めることが適当

近年、協会において毎年会費の見直しを行い、減額されてきた。また、山口県民手帳の販売斡旋報償金を財源として当
てている。法令外負担金。



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局・室・所(係}，I 市民課 戸籍係 匹仁己
小項目11

斗出生両姻等の届出を受けて、その跡的身分関係を|対象|市民ほか
霊|登録、削除、創設、公証するために戸籍に記載して管理陪長ト一一
概|する。地方自治法第2条第9項第1号に規定する第1号法|手段|戸籍届出の際、法廷要件を審査し、戸籍記載又は削除を行う
|定受託事務である。， l 

11¥L..x... Jl W-":T"-'Jn ..... v .. .rQ..lo I意図 1国籍と親族的身分関係を登録し、それに基づき公証する

604，7881 528，967 

142，0001 142，000 

340，330 

6，500 

歳入 予算現額(円) 決算額(円)

財

国庫支出金

県支出金 定額 63，000 72，299 

源内 割合 地方債

訳 その他

ー般財源 1，036，788 950，698 

| 、 合計
白1，099，7881...... .1;024>，997 

一-算
J

一

概-九一
費
一

い井

Ti--!
 

人一一……一;
 
i
 

j
 
j
 

|:ずh体刑一般 経常

21戸籍謄・抄本等の発行件数
設定しない|設定しない 1I設定しない
28， 126件 I28， 593件 II 27， 785件

、:、 J活動指標まだは成栗福覆 山 I九 H亙5.<1 H26γJ 
1設定しない|設定しない

1 1戸籍届出取扱件数 I 3，928件 I 3，845件

3 

自前め妥当性イ妥当である
rィ、、 ~γλ ケ '".1

精殉Jさ反対31 三子三;;~''''I守主主:Ii)G♂???雪;\:ìlbQ
詩集t琵謀者)ip妥当性j妥当である|
1.~:': ，"， ，" "，'つ九ふ:て I I 

国議達成i¥円三'
一..ι J J 4 .~・日

類似事業ゐ語:在三三|存在しない
λι パ λ:-:.:1

里帰ぶ宣言語決議伝説|
λ口 J入と~戸、....'，

棄権実f*(})週明野;1適正である
議五説弘通晶子員五.~:;;~....1
泌ヰぷ・1争同ーO•• ':~ふ)山よ1礼.............................
aえ効率三適正である|平成19年5月に戸籍システムの電算化を行っており、必要最小限の職員体制である
目オパ日νρ....... ， ， 

.レ
平成20年5月に戸籍法が改正され戸籍の公開について制限が設けられた。また、虚偽の届出、不正請求を未然に防ぐた
めにも窓口での本人確認を厳格に実施している。戸籍事務は、間違いの許されない法定受託事務で担当職員の戸籍法、民
法、国籍法等の幅広い知識が必要とされるが、職員の異動等により事務の遂行が困難になる恐れがあるため、出先の支所等
を含め係内での研修や意思疎通を充実させること等により、事務能力の向上を図る必要がある。

計画どおり事業を進めることが適当



様式{号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局・室・所(係II 住民係

三|住民真動屈を受け、住民基本台帳へ主主録することにより1封書記1住民基本台帳登録者
室|居住関係の公証、選挙人名簿の登録その他の住民に関l ιl 
:訂する事務処理の基礎とし、住民の利便の増進、国及び地I、手段 I住民基本台帳を備え、請求に応じ住民票等を交付する
慨|方公共団体の行政の合理化に資するための住民基本台1.......:.1 
要帳法に基づく事務である。 I意'図:1居住関係の公証、行政事務の合理化

1，056，036 

420，974 

44，960 

A
せ
-
必
4
4

n
u
-
ヴ

t

n
u
-
n
y
 

，.， 

円

L
-
n
u

o
d
-
η
L
 

n
D
-
4‘
 

日~活重万福標吉正1ま蔵某指標 ¥ ぷ I~-~ H言言弓，-------;-;

設定しなし

1 1住民基本台帳異動届出件数

市民課 匹I10 I 

蔵入 予算現額(円) 決算額(円}

l財

国庫支出金

県支出金 定額 22，000 20，000 
j内原害IJ地方債
正Ebヨh 

訳 jその他

一般財源 1，918，250 1，750，748 
‘ 

合 計 1;940;250 、1;770，748

|宝T121 |詩十種目ul一般 | 

21住民票の写し等の証明発行件数
設定しない|設定しない
・・申・・・・・・....“・・...・H

35， 599件 132， 597件

3 

適正である|平成24年1月に住基システムの更新を行っており、必要最小限の職員体制である

-v 
近年、個人情報の保護やプライバシー保護についての関心が高まっているoまた、虚偽の届出、住民票等の不正請求を未
然に防ぐために厳格な本人確認を実施している。本人確認書類の無い来庁者の対応には時間を要すため、職員の窓口対
応のスキルアップを図り、正確で安定した市民サービスの維持に努める。

計画どおり事業を進めることが適当



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局・室・所得)J 市民課 住民係 匹巴ヨ

割調臨時公費説臨?説会Ezr!間外国人住民(矧滞在者を除く)
議|係る住居登録、特別永住者証明書の交付事務、法務省|手段|住民基本台枇登録し、請求に応じ住民票等を交付する
|端末との情報連携処理を行う。外国人の居住関係が明確l l 

要|になり、在留管理に必要な情報を把握することができる。 I意図|外国人の居住関係の公証、在留管理を行う

22，0001 22，000 

(円}

39，000 39，000 

7，660 

46，660 

l三崎 i入工数(人間人fit;281|;智 :1無|両副| 一般 経常

21外国人住民の異動届出件数(転入・転出)

B
U
V
"
 

な
…
件

し…
5

z
-
"
P
D
 

d
羽
N
…
円

L

設…
E

・E・-'E
E
E
E

E
U
-
-
"
 

な
…
件

し…
5

I
F
-
-
M
G
d
 

ヌ
"
2

ヨ
巴
“

!日7乙わ 活動指標または成果指標 、 1 H25 1パ♂ H2e

1設定しない|設定しない

1 1外国人住民の数 1 698人 1 629人

3 

員明夜景尊民レ妥当である

属議掠関与の妥当性|妥当である|住民基本台帳法、出入国管理及び難民認定法等に規定された法定受託事務である
ム・.~.~.~.:~~~.~~:~・-叩:μ ・...・H・~.'・，.~，.+...… 1

対象I東益者)知妥当性|妥当である|
JU 九 ・ E

首謀達成長
~Ú ~ ~，~~~.~~.~ ~.~“自・ら・-ー....“一....吋H・I・.. 

類似事裳の存産三存在しない

z;婦長男訴訟長嵐長五五r.......
実施主制適:主ぷ|適正である
ょ γ。川…ι.，

受益者負担;街道主化|適正である
山lM14HlJ」ぶ刊iぷふ岨lム...山4..・....................・・・・・a
当采ド効率守適正である|住民基本台帳法、出入国管理及び難民認定法等に基づく事務であり適正である
;己主':"~: :::ウ己λジ 丸、 ，げ ¥γ>:1 1 .レ
平蔵24年7JH;:弄国人登録法語源正され、外国人住民も住民基本台帳語函苅憂となったため、住戻棄の発行';:J:層住
関係の証明はできるようになったが、外国人登録原票に基づく身分関係の証明については、本人が法務省に直接照会しな
ければならなくなったり、今まで市の窓口で手続きができていた在留カードの交付も入国管理局でしかできなくなったため外
国人住民の方にとっては不便になった手続きもある。
職員のスキノレアップをはかるo

計画どおり事業を進めることが適当



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局・室・所得).1 住民係

ム|本人からの印鑑登録申請に基づき、厳密な登録資格要
案|件審査、本人確認、登録意思確認を行い登録印の印影
担~Iを磁気ディスクに取り込み印鑑登録原票を作成し、印鑑
妻|登録証を交付する。その登録証を提示することにより印鑑
l登録証明書を発行する。

n
u
-
n白

n
u
m
n
u
 

nu-

円。:
 

n
u
-
必
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4

F
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J
 

-

噌
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n
u
-
n
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n
u
-
n
u
 

n
u
-
4笠:
 

n
u
-
必せ

F
D
-
q
u
 

噌
E
E
A

算概費時T十人

501， 7切|ぅ 26~.，176

|人工数(人役)1入件費(円)1
l 1.051 5，046，1001 

"'<j'舌動指標または成果指標

1 1印鑑登録申請者件数

市民課 匝1" 12 1 

当市に住民登録されており、自ら印鑑登録する意思のある方

自らの意思による申請に基づき登録し、証明書を交付する

登録された印影の公証

| 歳入 予算現額(円J 決算額(円}
国庫支出金、

訳思南 劃省) 

県支出金

地方債

その他

アマ般財源 501，768 261，176 

合計 ‘qOl;768 2pl，176 

官|無 I I 会計種~ 一般 経常

H25 

21印鑑登録証明書の発行件数
設定しない|設定しない・....・・..............
20， 908件 I19， 245件

3 

.レ
印彊登録申請は、本人の意思に基づき登録を行うため、基本的には本人が窓口伝来て登録申請を有っこどとしており、代
理人による申請手続きの場合には、即日の登録、証明書発行ができない。また、顔写真付きの本人確認書類のない場合も
文書で照会する必要があるため、即日登録ができない。しかし、印鑑登録証明は契約行為等に係る本人の意思表示の証明
となるため、厳格な審査を行う必要がある。
職員のスキルアップをはかるo

計画どおり事業を進めることが適当



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課喝・室・所(係)1 市民課 住民係 匹[JD

至4|品品摂骨i認謀2翠宮霊官子課E匙主t忌忌
霊|要がある際、要件を審査のうえ5日聞を限度として臨時運|ヘ〆手段|運行許可申請を受付け、臨時運行許可証を交付する
慨|行の許可を与える。道路運送車両法、山陽小野田市自動片山 ' 
要|車臨時運行許可に関する取扱規則に基づき実施 |意図|臨時運行許可により自動車の登録・検査が円滑に行われる

ー

人件費概算 id(ti;|竹まま。II鷲12|無|匝面

歳 I入 予算現額(円) 決算額(円}

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

一般財源 19，800 16，190 

合 l 計 19;800 ，:....:... }6';19O 

一般 経常

" 叱九三J活動指標まだは成果指標 計方六y H25 

1 I臨時運行許可件数

2 

3 

直前の妥J当性妥当である|自動車検査登録上必要不可欠である
点::••• ，"，:.';.ν ふ川 ...:.:.::...1 1 

原発傾斜詩吟|妥当である|道路運送車両法により市が臨時運行許可の事務を実施するように定められている
"月・.':~.'.~~'~".~~.'~~..'.~'.':'..'.'..・，'， .・...~~..'.I.............................1 
説象l受益者)の妥当性| 妥当である|臨時運行許可を必要とする個人又は法人
三づ己付

自(標達成度γ円以三
三九吉日七三次アよ三

宅似持舛在三|存在しない:

持損料領時|施策体系外

警察長1T.~翌~!l.~.........I....~.~.::~~....1翌照???iff全労íG~~三校野交空
受益者義担の通主化、|適正である
ちゃポベ・....・4・F.，;，+..・・・・・.....................1

逗民ド効率三三九三適正である|コストは人件費と最小の消耗品のみであり、事務取扱職員も最小限である
五日日〈下

..... 
雨請時の目的外使用や必要以上の期間での申請'U:志賀出、返却期間の5日聞を過ぎで志許可証亙び善事扉を盃面しな
いケースが見受けられる。貸出機関については、申請時に貸出理由と行き先等の聞き取りを行い、適正な期間のみの貸出に
なるように注意し、期間経過の未返納者には、電話催告、督促状の送付を行っており、悪質な場合には警察への告訴も検討

する必要がある。
職員のスキルアップをはかる。

計画どおり事業を進めることが適当



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局・室・所得)1 市民課 住民係 匹[EJ

事|船員ほ、船員手帳を受有し相すればならないため、弛方|対象|船員
業|運輸局で手帳の交付申請等を行う必要がある。しかしなl-i
相置|がら、地方運輸局の窓口は少なく不便であるため、運輸l手段l手11慢の交付、訂正、書換え及び返還、雇入雇止の確認を行う
棚|大臣の指定を受けた港に接続する地域の市町村が事務lγ 1 
事.1を代わりに行い関係者の利便性の向上を図っている |意図j近くの窓口で手続きができ、船員の利便性の向上が図れる

歳入 予算現額(円)

国庫支出金

8，1201 5，570 

1，3501 1，350 財踊内 割会
県支出金

地方債

訳 その他

e・r・.".'・唱 4 

一般財源， 32，350 

合計 '. 32;3qO 

l件費誠実 |入手数(九!?;|人件25JJ|叡見|無|医画 一般

若覇福覆ま函ま蔵裏指扉: H25. 

1 I船員事務取扱件数

2 

3 

制高号事11f( 妥当である|港に接続する市で事務を行うことにより、船員の利便性の向上が図れる

l前向者関与め妥当副長.当である|地方自治語、船員ぷこ基づき市で実施する事務である
十己ト:;)'..;l~~/~.~山ト円f仰が何日・片的1.............................1

社事1手読者)fp号当性|妥当である|船員法に基づき来所する船員に対し行っている
巨鴇達成毘泳三ノf

二六:.<:~う L下 ι ;;.;.:.".;1.............................1 
日ρ ヤ ヘ J 九 九.

類似事業の存在主d存在しない
品、 ôò..;.....~ら~ô.~.~'.';ò.'.~'..i.. i".....1 
事免除科書幌|施策体系外

警熟勲聖聖;主さ説聖燃号幣翌黙主致空史ιι....二;;;jJJ|翌腎主三芝f三t型貯史吹型?吹吹f主土♂.“'13貯?円.
蚕溢看員白f担主ムめの遁孟凶?ι“| 適正である

決算額(同)

29，800 

29;800 

経常

!語詳様紛::.房詰殺税~j告宗指Jら与詩j与汚~~妓..局!奇号守宗1子iιザ:~:~i寸ザ..ア川;~.丹.千1μ川“バベ吟み..守..舟よ安lミ杉昔渋対!を存ポ?守房・1・川| … -・・・・・・… ・..........1 
烹.~.~勃奈川\三ぷ|適正である|コストは人件費と最小の消耗品のみであり、事務取捌員も最小限である

-v 
再設は少なドが、事務処理に専門性を要するため、担当者が不在の場合でも対応で吾吾J:5に語貢語丙改主奪f;::面責しな
がら、迅速性、正確性を確保し、円滑に対応ができるようにマニュアルを作成する必要がある。

計画どおり事業を進めることが適当

園



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局・室正所得工| 国保年金課 年金高齢医療係 ~己

副自緊結52轟謹品質問ZZ涜体lu誠実t鵬上及び65歳から74歳までの一定の障害のある方
~J務を行い、徴収した保険料を広域連合へ納付する。滞納|九手段|保険料の徴収及び滞納者への督促状送付、資格証明書交付判定
要J者には慨を行い、悪質滞納者へは資格証明書を交付 1
lするかどうかの判定を行う。

0 

648，0001 294，570 

142，0叫 59，963

173，0001 171，263 

一算概費件人

お0，04;00，01: 山河2~，:r96

1人工数c人J役)1九人件費(円)1
0.61 3，461，0971 

歳太. 予算現額(円) 決算額(円}

手耐諒源品~活r合iU. 

国庫支出金

県支出金

地方債

1その他 督促手数料 145，000 101，900 
‘. 同般財j席r 859，000 423，896 

合へ計 1;004;000 525;796 

|想見|無|会計種別 特会(後期) 経常

1，258 

活動指標または成果指標 1.... H25 

1 1督促状発送件数 1，172 

21収納率(特別徴収+普通徴収)
100% I 100% 

同・+..“

99.63% I 99.59% 

99.63% 1 99.59% 

3 

目的の妥当性 ! 公|妥当である 1r高齢者の医療の確保に関する法律」による。

自治訴商事め芸当性|妥当である Ir高齢者の医療の確保に関する法律Jによる。
対象(受益者Jの妥当性| 妥当である Ir高齢者の医療の確保に関する法律Jによる。

達成している

存在しない

「高齢者の医療の確保に関する法律Jによる。.. 

計画どおり事業を進めることが適当



様式1号(事務事業評価)

匹I4 I 年金高齢医療係国保年金課平成27年度事務事業評価シート|課骨濯姉(係)I 

事|高齢者の医療の確保に関する法律により、平成20年4月
~Jに創設された後期高齢者医療制度により、運営主体であ
毒|る山口県後期高齢者医療広域連合が賦課する保険料を
要|徴収し、広域連合へ納付する。

9~1 ，?80 ，QQ91 ) ?~，9;5!(ì;Mp 

1À工数(:人役)I.....~人件費(円 ).1

-1 0.61 2，248;1141 
※上段:目標

iH25 AH26.. 苦言語福樟言古語蔵栗詣覆

1...........
95託::::::::I::::::
三日..........

1 175歳以上の被保険者数

•• •. .• .• •• •• •• •• •• •• 
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2165歳以上75歳未満の被保険者数

3 

..... 

計画どおり事業を進めることが適当

I f'}j';艶目標値の設定にそぐわない一



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課唱，室・所得正| 国保年金課 年金高齢医療係 匝亡己

山高齢者ゐ医療の確保に関する法語巨正反平成20年4月
裏|に創設された後期高齢者医療制度の実施に伴う、システ
概|ムの軽微な改修、納付書等の発送、過誤納金の還付処
要、|理、システム見直しに要する経費等の負担。

75歳以上及び65歳から74歳までの一定の障害のある方

半身|納付書等の発送、必要なシステム改修等

5，546，0001 4，577，616 

1，025，000 246，315 
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‘-J-a 
'人件費概算

g;93.0;00PI芯 • 4;.~.77; 4.7Q 

l人工数(大役)1人件費(同JI I設備%il銀|
| 0.651 3，749，5221 1な算永 1 撚 | 経常

ご「ムf り 活動福標または成果指標 . 'i 1 <;H25 

1 175歳以上の被保険者数 9597 9647 

2165歳以上75歳未満の被保険者数 310 295 

3 

..... 

計画どおり事業を進めることが適当

li:Rl'海記号|日撞緒的評合同，("hfi'l，L/審理 I H.vJ、山-~HAO凡.、、"~.山

|!烹党



様式1号(事務事業評価)

回三ヨ健康企画係健康増進課平成27年度事務事業評価シート|課・局面室・所得)I 

小項目(中毒百I

あん摩マッサージ指圧師等の施術所管理事業

事16瓦雇子yサージ指圧師、はり師、きゅう而等に関する法
:!I律、柔道整復師法lとより、施術所届出受理、新規届出施
毒|術所へ立ち入り検査が必要である。平成23年度から県特

要|例条例による移譲事務により市が実施している。

歳入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

財 県支出金
源割
地方債

内合
訳 その他

一般財源 7，000 6，912 

dロL 計 7，000 6，912 

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

需用費 7，000 6，912 
:支

出

内
訳

'A 計 7，000 6;912 J:I 

交付税
算人

人{牛鵠4l入工数(人役)1 
|0.151 

経常人件費概算

H25 活動指標または成某福麗

届出件数

21立ち入り検査数

•• •• •• •• •• •• •• •• •• •• •• •• •• •• • 

，
 

•• •• •• •• 
，
 • 

•• •• •• 
，
 • 

•• •• •• •• •• 
+・a'E
・
4甲

•• 
，
 • 

•• •• •• •• •• •• •• •• •• •• •• •• •• •• •• •• •• •• •• 
-
e
-

•• •• •• •• •• 
・
・3 

妥
当
性

目的の妥当性 |妥当である|施術所の管理は必要である。

自治体関与の妥当性| 妥当である|県からの移譲事務である。

対象(受益者Jの妥当性| 妥当である

目標達成度
有 1.........，.，.......，......................，.1

効 |類似事業の存在 |存在しない
性~;.....，...，..........， ..ó..;...;..;，..........1

上位施策への貢献度|施策体系外

空空さ??空~.!.~.......1空空ZTElTf:??.ぞ警守雪三子三7J>G ， rnだT?三三校o
受益者負担の適正化|適正である

コスト効率 | 適正である

効
率
性
バ .. 
課題

今の方後
計画どおり事業を進めることが適当

改善

向性
時期

特記
事項



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局宮・所得)I 健康増進課 健康企画係 回三ヨ
jJ¥l扇百I

実習生受け入れ業務

歳出 予算現額(円) 決算額(円) 歳入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

支 財 県支出金
出
内

源割
地方債 l

内合
訳 訳 その他 委託料 104，000 55，860 

一般財源

合計 。 。 dE』コ 言十 104，000 55，860 

人件費概算 I人工数(人役)1人件費(円)I I交付税 I_ I 長一川
| 0.11 576，叫 | 算入 |無 II会計種見川 一般 | 経常

※上段:目標中段:実績下段:達成率

活動指標または成果指標 I H25 • .• I H26 I r-~27 1目標
1 1 1 I 1達成

1 1実習受け入れ校数 I 8校 I 7校 1 I 3校 1 度

21実習生の数 28人 22人

3 

目的の妥当性 妥当である|次世代の地域保健従事者の育成に寄与している。
妥 r………"・"H'"…………1.............................1
当 |自治体関与の妥当性| 妥当である|教育カリキュラムの中で地域看護が必須となっているo
性ト...・H・...・H・.....・…・・…・...........1.............................1
対象(受益者)の妥当性| 妥当である|将来看護師、保健師、栄養士を目指してし喝学生の実習である。

目標達成度
!有 1......，.，:.....，.........，...，..;;..........1
効 |類似事業の存在 |存在しない
性 f........o.......;............................，1
上位施策への貢献度|施策体系外

効 l雪所?竺~11と.I....~里史ぞ|今7J'竺胃存烹!?f.?jf土:空:
率 |受益者負担の適正化|概ね適正である
性|、 i ・4
|コ文ト効率 I概ね適正である

課題

. 

.. 
今の方後

計画どおり事業を進めることが適当
向性

特記
事項

改善
時期



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局;~，所1係)1 商工労働課 企業立地推進室 匹1 38 1 

歳入 予算現額(円) 決算額(円}

喜望

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

一、 一般財源 11，000 11，000 
|、 合計 11，000 11;000 

:想見|無II会計翻IJ 一般 経常算概費件ぺλ
 

11，ω91 c Ui900 
lAI数(入役)1入件費(円)1 

|0.051 288，4251 

、J人c活動指標または成裏指標:

石油基地自治体協議会負担金額
1 1 
(平成26年度までは繰越金で運営)

¥ε1.... ;H25 

2 

3 

... 

計画どおり事業を進めることが適当



様式1号(事務事業評価)

匹1 58 1 
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臨時

耕地係農林水産課平成27年度事務事業評価シート|課滑・室正所得)I 

i9;~Q2担。件、，'.' ，9，， ~~2i(ÌÖÒ 

ふl人Z数(入役Jド太件費I円)1
I11  3，746，8561 

、H25"活動指標または成菓指標バι 三1.

1..主主9，000日五百日目白...1 1生産活動費の投入

電柱1，000本|電柱730本

電柱7日本|電柱736本

71.40% I 100.80% 

21施設撤去

3 

-V H27年3月末で事業完了だったが、]R西日本との工事協議の関係で事業が延伸した。

計画どおり事業を進めることが適当

圏



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局直・所(係正| 農林水産課 耕地係 匹1 62 1 

41平成27年8月25日に山口県付近を通過した台風15号の
:!:I影響により、市内の農業用施設等が58箇所被災し、その
ま|うち9箇所について、国の事業により、災害復旧工事を実

霊|施する。

冨民主-::-B:l~~

工事請負費(補助)

工事請負費(単独)

700，000 

418，107 

963，214 

11;469;060 日11J585JmQ|三'11;4句;0明

、l入工数(入役)1火件費(向上l
|1.21 6，922，1941 

臨時

活動指標または成果指標ア九 >H25
標同口一・・圃段一

6

上一
2
1
:
 

i
-
-

i
固

1 I被災した農業用施設及び農地の復旧箇所数

2 

3 

与

事業の終了

農業用施設災害:92.5%



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局室副所得)I 土木課 河川港湾係 匹1 32 1 

小項目(

災害復旧事業

土『豪雨等の画然災害によづで道路の法面需主雪崩れたり、河

芸 I~!護岸が崩壊するなどの公共施設被災時に施設を速や
概|かに復旧する必要がある。

要

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

支

委託料 1，621，080 1，610，280 

工事請負費 39，506，000 7，790，760 

出内 補償、補填及び賠償金 359，000 328，665 

訳

話EEヨh 計 41，486，080 9，729，705 

歳 入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金 0.667 26，189，000 5，019，000 

財 県支出金
源割
地方債 0.333 13，600，000 3，000，000 

内合
訳 その他

一般財源 1，697，080 1，710，705 

合 計 41，486，080 9，τ29，705 

l人工薮(.A.stH刃暗南刀 「交付税 I$IE I 厄瓦iili'i!iI I 
人件費時 I 11 弘7'6ii，495II飢 I !、 I I会計種別| 一般 | 臨時

※上段:目標中段:実績下段:達成率

活動指標または成果指標 I H25 1" H26 I I 1-127 1目標
1 被災箇所 | 被災箇所 I I 被災箇所 |達成

1 1災害復旧工事箇所(補助災) r..・h・--[面f，;jf.......r...・-・3酋涜…・・I("".......6笛首…1度

100.00% 

100.00% 

21災害復旧工事箇所(単独災)

ー
・;・働…
所

災
…
酒

被
…
;

3 

目的の妥当性 妥当である|公共施設の災害復旧は市の責務であり妥当である。
妥 t...，……・・・・・・・….......…・・・…t… 1 

当 |自治体関与の妥当性|妥当である|公共施設の災害復旧は市が行なうものであり、妥当である。
性}………ム………….1.............................1
対象(受益者)の妥当性|妥当である|公共施設の災害復旧は市が行なうものであり、妥当である。

目標達成度 達成している|工程どおりに進捗しており、達成している。
有 t. ..~，..…・・…・…............・H・..・・・1

効 l類似事業の存在 |存在しない
性 ト....・M ・........・・..・M ・-………|……..........・M ・-…・1…・・・

|上位施策への貢献度|貢献している|災害復旧事業は、公共施設の機能復旧に貢献している。

実施主体の適正化 |適正である|公共施設の災害復旧は市の責務であり適正である。
効}….....・H・......……....…・4 ↓

率 |受益者負担の適正化|適正である|公共施設の災害復旧は市が行なうものであり、適正である。
性 1....，:.………・………...1.............................1ト
コスト効率 |適正である|災害用総合単価等により事業費を算定しており、適正である。.. 

課題

今の方後
計画どおり事業を進めることが適当

改善

向性
時期

特記 | 
|工事6件平成28年度へ28，554，480円繰越

事項 | 



様式1号(事務事業評価)

匹1 1 1 

30，382 

30，382 

監理室平成27年度事務事業評価シート|課帰H豊明(係)I 

ヨ0，3s2

1人工数(火役)l'人件費f円)I 
13.11  13，839，0571 

人件費概算 経常

H25 一活動指標または成果指標}

入札件数
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21入札結果公表率

3 

;~;~;授さ;Fiji二iii| 更さ交互|許.村黙竺開:全土't10):pt空f円け吹町I;:~，でで:
央委j!?習を主主号、;思|黙.~?~....l.~.~~~ぜ'0王子.21: さヲヨ?:.
説教義義者tiR:妥当住|妥当である|入札対象となる金額は財務規則による
いわJ…川、~叫リ、仏ヘ山手 I I 

目黒建設長主川達成している|入札結果の公表により透明性が保たれる。
.....九 v 山市叫.'，'・川，~~~.~~~'~・・叶・ i 

新傾斜宗宗主j存在しない|
鞘種差(き吾妻訴事;|施策体系外|

1i主:空営業主1.~ぶlptfElTf今主党プ;<b~，翌.5.???
受益者負岳お遁mf~1 適正である|市が実施主体であり、適正である。
~.~L.~~ t;~:~ t~.~ i~~.~:.ぷ.・L~~;.:~.~:.ぷ~i~-~~.;:ι;:;1・・・…… l 

~計誠実三適正である|市が実施主体であり、適正である。

...... 

計画どおり事業を進めることが適当



平成27年度事務事業評価シート|課・局濯冊恨)J 監理室

様式1号(事務事業評価)
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J

|円 1は数〔んで~. Xi;，~~~~3 1/叡f|無|巨百一般 経常

1 1検査件数(工事及びそれに係る業務委託) 128 

1 ん活動指標ま正I主成栗福標万..':..... / 1、 γH25

117 

21契約不履行件数

n
u

…nu
 

-
-
E
E
4
E
B
E
E
 

nHV"nHV 
100.00% I 100.00% 

3 

契約の適正な履行を確保するために行う。

適正である|市が実施主体であり、適正である。

.レ

計画どおり事業を進めることが適当



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課唱.室・所(係)1・ 出納室 審査係

歳入 、 予算現額(円)

国庫支出金

397，0001 348，636 

1，426，0001 1，263，182 

5，0001 3，200 

頑財向;質J台 県支出金'
地方債J

訳 その他 手数料 650，000 

一般財源 1，181，000 

合計九 1，831;000 

i太平数(守~惜別|:智|無|匝画一般

h 若覇指標主主面蔵裏指覆

歳入伝票32，762件、歳出伝票36，831件、計
1 I 
69，593件の審査を行った。

2 

3 

66，676 I 71，104 

地方公共団体が実施する事業として、地方自治法第170条で規定。

.レ

匹[IJ

決算額(円}

697，896 

919，722 

1，917，6113 

経常

歳A.支出伝票、計69，593件の審査を行い、全体の8.4%の調書に対して、修正等を行ったo引続き、速やかな収納、および
迅速かつ験正な調書の審査を行う。

計画どおり事業を進めることが適当



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局h室・所得)I 出納室 審査係 匹仁己

226，0001 218，327 

こ??6，tgt!.....と>?r~， 3?11 Iρι 合三計~に I 2弱点oり川〉八Z.I8，321

12三:引押さ三三rz数(常|勺，tz;ii|:習っ無II会計種別| 一般 | 経常
， 

J fコJ二7了九う

1 I決算書の期限内の作成。

2 

3 

※上段:目標中段:実績下段:達成率

1主空芝哲史ウ竺貯吐j主空主雪男rkJit思
達成 | 達成

100.00% I 100.00% 

計画どおり事業を進めることが適当



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課唱直明(係)I 出納室 審査係 匹E己

l 五時時二判明竹間11:智子|無|巨日 一般 経常

"， :."，:' . ~九 J藷覇福麗または成果指標三 、:) 1.....:H25:... 

2 

3 

地方公共団体が実施する事業として、地方自治法第235条の3、同法第235条の4及び同法241条で規定されている。

号I吾続き適正な益金管吾通用を有う。
.レ

計画どおり事業を進めることが適当

業
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様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局・室・所得)I 教育総務課 総務係 ~口
小項目(

教育委員会事業

事戸育委貢蚕正面方言語育行政の組織及び運営に関する
ι|法律に基づき設置されている。委員5人(うちl人は教育
雲|長)で組織し、定例会議を毎月1回開催(必要に応じ、)3IJ
霊|途、臨時会を開催)し、委員の合議により、教育に関する
l一般方針等を決定する。

手段|教育委員会会議を定期・臨時に開催し、一般方針等を決定

意図|政治的に中立な立場からの教育行政の継続的・安定的な推進

歳 出} 予算現額(円) 決算額(円) 歳入 予算現額(円)

委員報酬 2，714，000 2，713，200 国庫支出金

支 費用弁償 42，000 5，200 財 県支出金
出
交際費 50，000 。

内
源割
地方債

内合
訳 協議会負担金 28，000 28，0001 訳 その他

一般財調 100% 2，834，000 
dロL 言十 2;834，000 2，746，400 d回』 計 2，834;000 

人件費概算 は工数(人役)I人件費(円)I I交付税 I~ I じ=一一1
| 0.61 -'.3，46i，OfJ71 1 算入 | 有 11会計種別| 一般

活動指標または成果指標 H25 

※上段:目標中段:実績下段:達成率

H26 I I H27' I目標!

1 I会議の開催回数

21審議した議案等の数

3 

19 16 

73 ・・…・L..........~.~

達成
度

決算額(円)

2，746，400 

2，746，400 

経常

|目的の妥当性 l 妥当である l政治的に中立な立場からの意思決定は教育行政の継続性・安定性の確保につながっており、妥当である。
妥 トM・M・...・M・.........…M・M・...…・卜・ l 
当 |自治体関与の妥当性|妥当である|市の行政委員会であり、妥当である。
性}……・……・…・…・…・…・1.............................1
対象(受益者)の妥当性| 妥当である |地方教育行政の組織及び運営に関する帥等により、教育に閲する一位方針や置要事項等は教育委貝会会議で決定することとなって剖.畏当である。

目標達成度
有 1..................................，.........1
効 |類似事業の存在 l存在しない
性 f....:.;...:，.........:................:......1
上位施策への貢献度|施策体系外

効 実施主体の適正化 |適正である|地方教育行政の組織及び運営に関する?に基芝、市惇置することとなっている。

率 I受益者負担の適正化1適正である|市の行政委員会の運営経費であり、市が全額負担する必要があり、適正である。
性 ~......・-…………・・……“…・十・ ・・・・ l 
1 1コスト効率 |適正である|委員報酬は条例に基づいており、適正である。.ト
教育委員会会議の活性化、保護者・地域住民の意向の教育行政への反映は普遍的な課題であり、教育委員とこれを支える

謀題

今の方後

向性

特記
事項

事務局が研績を積み続けることが重要である。

計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局・室・所得)I 教育総務課 総務係

事|地方薮育行政の組織及び運営に関する語葎に基づき、
!:.I教育委員会に事務局を置き、教育委員会の方針・決定の
毒|下に、教育長が事務の統括と職員の指揮監督を行い、具
要|体的な事務を行う。

歳 出 J 予算現額(円) 決算額(円)

F 消耗品費 593，562 592，816 

支 燃料費 464，664 
出
機械器具借上料 387，000 375，480 

内
訳 山口県ひとづくり財団負担金 440，000 440，000 

その他 577，254 366，519 

合計 2，462，480 ..2，185，205 

小項目(

教育委員会事務局事業

、歳入 予算現額{円)

国庫支出金

財 県支出金
j原割
地方債内合

訳 その他

1一般財源 100% 2，462，480 

dE』2 計 2，462，480 

人件費概算 i人工数(人役)Iλ1晴百円 |交付税r-::I I一一1
| 0吋 4，326，叫 | 算人 | 有 II会計種別| 一般

活動指標吉正直雨裏福覆

2 

3 

H25 

※上段:目標中段:実績下段:達成率

H26 I I H27 I目標 l

達成
度'

~己

決算額(円)

2，185，205 

2，185，205 

経常

目的の妥当性 妥当である|地方教育行政の組織及び運営に関する法律等に基づ、いており、妥当である。
妥 t..・H・H・...・H・...・H・...............…・，.............................，

当 l自治体関与の妥当性|妥当である|教育委員会の所管事務を遂行する組織であり、妥当である。
性}…………ぷ…………1.............................1
対象(受益者)の妥当性|妥当である|地方教育行政の組織及び運営に関する法律等に基づいており、妥当である。

目標達成度
有~，;.....;;..，.::........."....;...，.;.， ....;.I

効j類似事業の存在 |存在しない
性~.............，..，................;..........I

上位施策への貢献度|施策体系外

実施主体の適正化 適正である|教育委員会の組織であり、適正である。

i l発言語害対抗日555:|持労務351;ヨj銭安定訪日長五五二........

課題

今の後方

向性

特記
事項

コスト効率 適正である .ト
学校教育・生涯学習・社会教育については今後も、子どもからお年寄りまで、あらゆる市民が社会を生き抜くカを養えるよう、
ライフステージに応じた多様で質の高い学習機会を確保し、もって社会全体の教育力を強化し、人々が主体的に支え合う環
境を整えるため、様々な施策を企画立案し、実行していくことが必要である。

計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局面室・所(係)I 教育総務課 総務係 匹仁己
小項:13 ( 

都市教育長会議参加事業

事|都市教育長会は教育行政聞の連携・協調を深めるために設 教育長
|立された島市教育長で構成する団体でー本市の教育長が全
業|国・中園地区・山口県の各都市教育長会会議に参加し、共
概|通の課題に知恵を出し合い、先進事例を学ぶ。
要

手段|会議で研究や情報交換を行い、国・県への働きかけを協議

意図|教育長の資質能力の向上と本市の教育の発展

2 

3 

歳出 予算現額(円) 決算額(円)

全国都市教育長協議会負担金 17，000 .17，000 

支 中園地区都市教育長会負担金 5，000 4，750 財
出
普通旅費 176，720 171，420 

内
源割
肉、合

訳 諸会議負担金 31，000 23，000 訳

dEL コ 計 229，720 216，170 . 
人件費概算

活動指標ま正面蔵菓福覆 I H25 
|全国・中国・県

全国・申園地区・山口県都市教育長会議出席回 1..........."3箇 r... 
数 l

歳 入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

一般財)寵 100% 229，720 216，170 
4ロ』 計 229，720 216，170 

一般 |ふli&aifI 

目的の妥当性 妥当である|教育長の資質能力を高め、かっ、本市の教育の発展を図るものであり、妥当である。

i[H4H相当日..記長...1安定前Z今EEKE-255:::::::::::::
対象(受益者)の妥当性| 妥当である|教育長が集まる会議であり、妥当である。

目標達成度
有 t..........................................'...1
効 |類似事業の存在 |存在しない
性~.......，............................， .:.:...I

上位施策への貢献度|施策体系外

実施主体の適正化 適正である|教育長で、構成する団体が行っており、適正である。
効 『…...……・・…...・H ・-……....1...・ 1 

!率 1受益者負担の適正化| 適正である |教育長が本市の教育行政の推進のために参加する会議であり、市が全額負担する必要があり、適正である。
性~......;.………………1.............................1

'コスト効率 |適正である|会議の参加経費のみであり、適正である。

.レ
課題

今の後方
計画どおり事業を進めることが適当

改善

向性
時期

平成26年度夏季山口県都市教育長会は、大雨のため開催されなかった。



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局圃室・所得)I 教育総務課 総務係 匹I21 I 
小項目(

総合教育会義事業

総合教育会議は、地方教育行政の組織及び運営に関
対象 大綱、学の術策及定び及文び化変の更振、教育を行うための諸条件の整備や教

事 する法律に基づき設置されている。市長と委員5人(うちl 育 興を図るため重点的に講ずべき措置

業 人は教育長)で組織し、市長が召集し、市長と教育委員会
手段
総合教育会議を開催し、重点的に講ずべき施策等について

概 が十分な意思疎通を図り、地域の教育の課題ゃあるべき 協議し、事務の調整を行う
要 姿を共有して、事務を調整し、調整が行われた事項は、市

意図
市長と教育委員会が十分な意思疎通を図り、より一層民意を

長と教育委員会ともにその結果を尊重する。 反映した教育行政の推進を図る

歳出 予算現額(円) 決算額(円) 歳入 予算現額(円) 決算額(円J
国庫支出金

支
出
内

財 県支出金
源割
地方債

内合

訳 訳 その他

一般財j原

d回』 言十 o 。 4Eb2 • 計 。
人件費概算}

活動指標または成果福覆 H25 H26 

1 1会議の開催回数

21教育大綱

3 

目的の妥当性 妥当である l地方教育行政の組織及び運営に関する法律に基づいており妥当である。
妥 r…………………・・・…t............................t 
当 |自治体関与の妥当性| 妥当である|地方教育行政の組織及び運営に関する法律に市長が設けるものとされており、妥当である。
性ト……………~..u...n.....…・+............................+

。|対象(受益者)の妥当性| 妥当である|地方教育行政の組織及び運営に関する法律に基づいており妥当である。

目標達成度
有~.，........................;，.........，..，..+

効 1類似事業の存在 1存在しない
性~:........ ;............:.....，................+ 

i上位施策への貢献度|施策体系外

効 }聖勢空空主.空勿?竺空1主:..，...J..:望号害芝Q三三"……..…..1~
率 |受益者負担の適正化|適正である
性 L.…・…..n..n.........…… ...ι
コスト効率 適正である .ト

。

平成27年度は、平成27年4月1日に施行された地方教育行政の組織及び運営に関する法律に基づき、総合教育会議を設
置し、教育大綱を策定した。今後は、教育行政の推進において市長との連携を一層強化する。

課題

今の後方
計画どおり事業を進めることが適当

改善

向性
時期



様式1号(事務事業評価)

匹1 1 1 庶務調査係議会事務局平成27年度事務事業評価シート|課ず局・室・所(係)j

ヰ1語吾!;:基づき設置された議会の運営に必要な事務。交藤
霊I費の支出、消耗品の購入、設備の修繕や公用車の維持
歪l管理など。議会交際費の内訳については、ホームページ
童|に公開している。

(円}

1，000 140 

1，294，000 838，535 

1，295，OQO 838;675 

経常ぽ一

現額(円)I決算額(同7
630，7201 423，222 

3ほ0001. 209，618 

1侃 0叫 43，340

民 2801 55，235 

188，0叫 107，260

1A~9;ÖQQI 三ぷ;く'8.3ê;~15

l i人工数(人役):1人件費(同)I 
|0.81  4，614，7961 

、，人件費概算

H25< 活動指標または成果指標、ごl

1 I数値化困難

2 

3 

.. 

計画どおり事業を進めることが適当

園



平成27年度事務事業評価シート|課崎直・所(係)1

、人件費概算

zA96，~6êl ;'>~i36þi9~~ 
1人Z数(人役)1.:'入件費(同工|
|2.651  15，286，5121 

活動指標または成果指標 1川いご H25 

1 1本会議及び委員会等の開催回数

21議案の審議件数

3 

.い

計画どおり事業を進めることが適当

園

議会事務局

様式1号(事務事業評価)

庶務調査係

2，360，965 

2，360;965 

匹CIJ

2，360，965 

2;360，965 

経常



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課帰・室怖帰)I 議会事務局 庶務調査係 匹亡ヨ

事|条例に基づき議員報酬、議員期末手亘吾支給する。 I~対象 1議員及び議員年金受給者
室|また、議員共済会の業務に関して必要な業務を行う。 I :~:C~， 1 

霊|平成23年に地方議会議員年金制度は廃止となったた|手段よ|議員報酬、期末手当の支給。年金の手続き
雲|め、現議員の負担金は廃止となり、市が負担金を納付し1 . .，1 
紫|ている。 1意図|報酬、期末手当、議員年金の受給が滞りなく行われる

26，587，0001 26，309，016 

53，259，0001 53，258，920 

16Ei;(399 ， OOOI....163，1?'7;~'74 

1人工数(入役川¥人件費(円)1 

0351 2，018，9731 

~ヘ舌裏方福標または成果指標¥

1 I議員数
1.. H25 

22 

21議員年金受給者数 72 

3 

H26 

21 

69 

適正である|条例、地方公務員等共済組合法により規定されている

.レ

計画どおり事業を進めることが適当

165，609，0001 163，167，474 

1q5，(j09;00:01 163，16.7:4.74 

一般 | 経常



様式1号(事務事業評価)

匹1 4 1 庶務調査係議会事務局平成27年度事務事業評価シート|課・局・室・所得)J

(円}現額(円)1決算額〈円)

l00，0叫 100，000

4038，0叫山4，131
4叫 7301 423，739 

l00，0001 47，038 

1，512，0001 1，231，844 

に();22Ó;'7~bI ;>3;!?i~;7fj? 

1λ王数(入役)1ぃ人件費I円)五|

|0.61  3，461，0971 

※上段:目標中段:実績下段:達成率
H26 ...1 IH271目標l

|達成
五百……17度三

H25 活覇福寝言正面画F栗干EI標じι:';'::. :.: :.~; ".:'::: ". 
1 1行政視察、現地視察参加議員数(延べ人数)

"
n
x
u
"
 

21年間購入図書冊数

3 

.レ

計画どおり事業を進めることが適当

Z~~.~特記ソ

政事項双



平成27年度事務事業評価シート|課滑空・所得)1 議会事務局

802，2701 802，270 

903，0001 868，800 

152~.， 2~91:~ 千 ?i19p;0?Ö

l人工数(人{~)I;^件費〈同)..1 
|0.251  1，442，1241 

活動指標言副主成栗福膏i H25 

1 I各会議への出席回数

2 

3 

様式1号(事務事業評価)

庶務調査係 匹仁日

2，495，020 

2;495，020 

経常

旅費については旅費規程。負担金は各議長会で決定

.レ

計画どおり事業を進めることが適当



様式1号(事務事業評価)

匹[IJ選挙係平成27年度事務事業評価シート|課帰・室イ所得)I選挙管理委員会事務局|

〈同}

1，242 

9，000 

経常li笠米件費概算

1 I選挙管理委員会の開催回数

つ
山
件
…
;・:・

応
…
引
…

''t
、・噌
E
A

E
E
E
E
E
'
B
E
B
E
E
-
-

つ…件一
:・:・

応…
nv
…

f
E

、・4
・i
・

21選挙管理委員会への提出議案数

3 

時熔縛出川妥当である

自治体面義母妥当性j妥当である
台計持i誇!分::'.そ岩示o"o';.ぷ山..什.

哲札Jム数u鴬;慢雲掛堂静予決事持当件免刻ココ1妥当である | 
目:標標這歳度皮佐;三ぷ三仁:♂♂引:芦R汚:守計川川γじ川八ベ吟パ二Y守シ〈宇与F三γ七':;:..1
;w~:~~~.~ ;~.:~:;~:~・J440..ju---jJ・・・・Hι貝.，.............................，

開轄の存主主|存在しない|
瞬時帰貫録民|施策体系外|
義雄主単位道路三|適正である;

持者善郎幹j1~1 適正である
þ~~説家三竺|孟3Z

.い

計画どおり事業を進めることが適当

園



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・骨室"所得)I選挙管理委員会事務局| 選挙係 匹D:J

17，0001 0 

38，0001 29，326 

(円}

79，326 

九 79，326

一般 経常

l シ心:活動指標または成裏福覆覆....へ:山、戸べ ~どぐ1内|二 H25、午予

(随時)

H26 

(随時)

1 1学習会等の実施回数 l回 2回

21選挙啓発作品展への応募学校数
校
…
校

口
口
"
目
。

校
…
校

n
n
U
H
弓

t

噌

1
4
"
吋
4
4

94.00% I 100.00% 

3 

.」
若手層め喪票率示面、中で、夜嘉手踊が18歳に引き下げられることとなり、より一層の若年層の投票への関心を高める必要
がある。

計画どおり事業を進めることが適当

園



様式1号(事務事業評価)

匹仁日選挙係平成27年度事務事業評価シート|課・局直・所得)1選挙管理委員会事務局|

事|選挙闘をした選挙人舗に峨票所不蕩券を有権者に配
|布する告示日に候補者の届出を受理する。告示日の翌日から
業|選挙期日の前日まで期日前及ひe不在者投票を行う。選挙期日
概l'こ投票及び開票(選挙会)を行い当選人を決定する。選挙会の
要|結果を県選挙管理委員会に報告する。

14，119，000 

昌
一
|

13，290，448 

臨時

100% 

H25 . .. ;5~塾喧標または壁璽璽麗7

1 I管理執行上の問題発生件数

2 

3 

計画どおり事業を進めることが適当

...... 



平成27年度事務事業評価シート|課帰還鋼所得)J選挙管理委員会事務局| 選挙係

主:1確定選華人名簿により喪票所入場券を有権者に配布す|対象1有権者、候補者、関係機関
立|る。告示日の翌日から選挙期日の前日まで期日前及び不11、2:1

様式1号(事務事業評価)

匹[IJ

~I在者投票を行う。選挙期日に投票及び開票を行い、開票|手段|市公報による周知、選挙管理委員会での決定、告示、通知
卸 1結果を県選挙管理委員会に報告する 』 I 

l/I'I-f/l....c.. ....I'~ -.r- þ -"'::c.~~.~'，_ ÎI"'~ 7 .cVO I意図よ|選挙の適正な執行

280，000 

41，000 

20，000 

13，400 

181，0001 99，999 

685，0001 1，020 

1;~Ol ， ÓOÞIυ三 ........ï$i3， 13()$

1人工数(入役)1ρλ件費{円)1
10.751  4，326，3711 

九九 活動指標まだは成果指標 J 日三、1......H25

1 1管理執行上の問題発生件数

2 

3 

.レ

計画どおり事業を進めることが適当

100% 1，901，000 138，806 

138，806 

臨時



平成27年度事務事業評価シート|課・局・室・所(係)1選挙管理委員会事務局|

割菅示両Eその翌副こ闘者か昆候補の届出を受理。土|対象|有権者、候補者、関係機関
山|地改良区が作成した選挙人名簿に基づいて投票所入場1'，':''7".， I 

選挙係

様式1号(事務事業評価)

匹E口

霊|券を作成し、有権者へ配布。投票日に市内1"'-'6か所で投I手段j市公報等による周知、選挙管理委員会での決定、告示、通知
~I票を行う。投票終了後、選挙会場にて即日開票し、当選1 1ぺ
-，(f;，If:字決めるy市広報巳よ?、J責望者一竺里方法をJt;，予知ら|烹図|選挙の適正な執行

人件費概算 |火瑚官~人間~ 1>官 '1無|巨E
活覇福標ま正Iま成栗福標 九日、 ト H25 ぐPC>:'，"'"H21:，r--

I I 0件
1 I管理執行上の問題発生件数 I I 0件

2 

3 

.. 

計画どおり事業を進めることが適当

1， 援 |選挙にかかる費用は土地改良区が負担I'/J事項!:I
EI  

100.00% 

。



平成27年度事務事業評価シート|課・局直・所得)] 監査委員事務局

様式1号(事務事業評価)

匹亡己

事戸語事葉全般I語 7己正予算友び語苓辱に照らし、財務|対象|市、市水道事業、市工業用水道事業、市病院事業ほか
品|や管理、経営について適正かっ効率的、効果的な行政
義|運営が図られているか、またその運営において、住民の
要|福祉の増進と最少の経費による最大効果及び組織、運営
lの合理化が図られているかについて監査を実施する。

人件費概算
人王数(人役)1人件費(円)1 1三受付税/1_ 1 1ム3与一.1
| 2.71 15，574，9叶 |三算人 | 無 I I会計程別| 一般

歳入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

話両 朝合
県支出金

地方債

訳 その他

一般財源 2，250，000 2，222，773 
且‘ 4・・

己ι 合計 2，250，000 ?;2?2，773 

経常

活動指寝言元Iま成扇言葉 6
一一屠…署…

2
一
軒
…
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…

一Q
d
叩

9
明

5-一署…署…

2
一部一部・…

L
一一

Q
d

…Q
d
山

1 1定期監査の実施

21例月出納検査の実施
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.レ
・専問的な知識を必要とすることから、エキスパートな職員を育成しなければならない0
.研修等に参加することにより研鎖を積み専門性をより高める必要がる。
・地方自治法第199条第7項に基づき、補助金等を交付している財政援助団体等の監査を実施する必要がある。

計画どおり事業を進めることが適当



平成27年度事務事業評価シート|課・局・室・所得)1公平委員会事務局|

様式1号(事務事業評価)

匹仁己

~故直立忌かる不手Ij益遍売に討する不月日:申立て反び勤務|対象
事|条件に関する措置要求に対して裁決・判定、職員からの巳歪

業|苦情相談、職員団体の登情項変F 管理職員等の車内高|月l回の定例会及び委員長招集による臨時会
喜|囲を定める事務及び職員団体の登録事務的う::'J --~~L.::;:~ 

6，0001 1，000 

15，0001 山 37

33，0001 32，000 
円

i
-
可

t

円。-
n
J
、

R
u
-
F
D
 

，.， 

n
L
-
円

L

n
D
-
n
o
 

n
h
u
-
ρ
0
 

/};;;件費概算 |官1無|再開一般 経常

F 活動指標または成果指標 γ 1.. . H25 
12回

お
一
凋

U
H
-
F
L
 

1 1公平委員会定例会 12回 12回

21上部団体の総会及び研究会への参加
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31事案の審査及び必要な措置の執行
…・"1・・・…・・…r......…・5・…… I r…....・H ・b

100.00% 0.00% 0.00% 

.レ
-研雇なE記J:り研麗を積五:尋問匝をより高めてし、く。
・今後、人事評価制度の評価結果に基づき、昇任、昇給、期末手当に反映させた場合は、相当数の不服申立てがあるものと
推測する。

計画どおり事業を進めることが適当



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課帰・室・所f係)、| 高齢福祉課 介護保険係 INol 64 I 

三宮424%切öl....:&?9;~zg1$~g

川亡、;:.'1人ヱ数(人役}I川牛費(同2.21 1消柑I~ I I封書了I
4 ぶ{持集弘がr'-nno.il -'"， 576'， 8~~1 rι県民|無 II会言明胡|
川口止に λ 活動指標ま?と直読栗指標 I土.H25 

2 

3 

.. 

計画どおり事業を進めることが適当

2，903，850 

850，038，000 I 824，759，290 
é~1， 249 ，QÖOI ?35.!~f.þ;81Þ 

一般 | 経常



様式1号(事務事業評価)

匹CIJ年金高齢医療係国保年金課平成27年度事務事業評価シート|課w局直・所(係)1

昔、|高画著丙医療の確保に関する法律により平成20年4月に
妻|創設された後期高齢者医療制度の実施に伴い、法で定
概|められた療養給付費負担金及び事業運営経費の負担分
|を拠出する。また老人医療特別会計の廃止により、はり・
要|きゅう施術補助を引き継ぐ。

(円}

146，090，000 146，090，403 

1，692，800 1，891，000 

952，473，200 950，567，914 

1，100，25，6，000 1，098;549.;317 

一般 経常

下段:達成率

「唱す
』達成

2，678 I度斗

予算現福て円刀九決算額〈円)

854，855，0001 854，854，377 

2，089，0001 1，944，500 

3，443，0001 3，442，559 

18，0001 17，700 

239，851，0001 238，290，181 

1主 iÓ9，2~~;ÓÖQI ~，，o98i!)~9 ，3. ï1 

l人工数(太役)1太件費I円)1
|0.21  1，153，6991 
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同はり・きゅう利用件数

194，787，204 :I~~~\~~;i.~~I::~:?~:~!.~:?;:~~~::: 後期高齢者医療保険基盤安定繰入金
21 
(県3/4、市1/4)

3 

計画どおり事業を進めることが適当
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様式1号(事務事業評価)

匝I21 I 国保係国民年金課平成27年度事務事業評価シート|課唱直明〈係)1

事|一幅許から国民健康保険会副語両事務費、保険
業|基盤安定、出産育児一時金、財政安定化事業、負担軽
概|減対策のほか、必要に応じて基準外繰出を行う。
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人件費概算
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…一一'一
上
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、

H25 活塾堕璽窒1εは成果指標三ζ三，

:::1155512211::自主犯，045基準内繰出金額

::::15;日12?51:::::日，000，0日..21基準外繰出金額

3 

計画どおり事業を進めることが適当

I':-!特質目標値の設定にそぐわないI 事項 |同 l 



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局・室・所得)I 健康増進課 地域医療対策室 匹I45 I 
示事百T

病院事業会計繰出金

~I地方蚕音企業語E墓ヲ吾、毎卒雇語嘉肴より通主目される
芸Il地方公営企業の繰出金についてJに定められた基準の
概l範囲内で繰出金を支出する。

要

歳出 予算現額(円) 決算額(円)

繰出金 642，203，000 640，907，000 

支
出

内
l訳

合一計 642，203，000 . 640，907，000 

歳入¥ 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

財 県支出金
源割
地方債'

内合
訳 その他

一般財源 642，203，000 640，907，000 

4E』Z 計 642，203，000 640，907，000 

，.. ..' A{tf:.IUf. . I人工脈問人件前] I問税一I-e- I I _""_"~""'C" I orL I 
人件費概算 '" -"'_'0.~ ， -"'576'，850 ， ， 算入 | 有 I，会計種別| 一般 | 臨時

※上段:目標中段:実績下段:達成率

活動指標または成果指標 I H25， I H26 I r==J!27 1自標 l

411，694 I 488，387 I I 363，861 I達成
1 1基準内の繰出金 I 4U)394 T 4ssjs7 I r 343，9Of I 度

100.00% I 100.00% 

21基準外の繰出金

3 

目的の妥当性 ρ.'. I妥当である

5:刊明言到:当主汀長活発ヨ持5255;:::::::::::::;:::::::::::::::
1対象{受益者)の妥当性|妥当である

い l目標達成度'
有....t.~.... ，.~..;..;;.;.，...;;........;...;..， ;;..1 

L 効 1類似事業の存在 I存在しない
，性い，>.........~..'.~.:日 l 
|上位施策仇の貢献度|施策体系外

五円|守主f*(1)~主主:;;...1 空~.:.~~...J衿空.空翌三宅円"t:'ìb9o

率 I受益者負担の適正化|適正である
性..\， F.:;，;...~，.:..."........，.~"....，;，...，....I

ぺlコスト効率 ". I 適正である ... 
、謀癌

て、今の向後方性 J 計画どおり事業を進めることが適当
改善
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様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課満室=所得)1 農林水産課 農林係 匹E自

山陽小野田市地方卸売市場事業特別会計

手段|山陽小野田市地方卸売市場事業特別会計への繰出金。

市場の健全な運営確保

I 歳、入 予算現額(円) 決算額〔円)

国庫支出金

護尉~主昔
県支出金

地方債'

その他

一般財源 100 12，199，000 9，961，000 、』

12..;1卯，99917J93613卯 ι三;合J 計 12;UJ9，QOO に 9，9Ei1，000

;官見|無||会計間11| 一般 臨時
l米工数(大役)lr人件費(円)1
1 0.051 288，4251 

?活動指標または成果指標ぐ 1< .H25 

2 

3 

公設市場であり、適当である。

.レ

計画どおり事業を進めることが適当

園
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臨時

耕地係農林水産課平成27年度事務事業評価シート|課・時号所得)1

:61 ，?7.~;ÞQÖ 1主、6M叩;099
lA'工数(人役)I人件費{円)I 
日1 0.151 865，2741 

へ活動指標ま記孟成果福槙 子 二H25

2 

3 

• 

計画どおり事業を進めることが適当

園



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局M室・所(係)I 下水道課 管理係

ホ項目(

下水道事業特別会計繰出金

歳 出 予算現額〔円) 決算額(円) 歳入 予算現額(円)

下水道事業特別会計繰出金 1，037，289，00。1，005，500，00。 国庫支出金

支 ι 財 県支出金
出
肉

源割
地方債

内合
訳 訳， その他

一般財源

dロ』 計 1，037，289，000 1，005，500，000 

L 人件費概算 戸数(人役~人件費(円11:?i 叶住出 一般

若覇福覆ま一正は成果指標 H25 H26 

1 1繰出額 985，902 1，002，120 

2 

3 

目的の妥当性 妥当である|下水道事業を実施するための重要な財源であり、妥当である。
妥 '. ~~.・H・....・M・..…・…・・“…-…・1・ 1 

当 |自治体関与の妥当性I妥当である|公共下水道管理者である市としての取り組みであり、妥当である。
性 ιトH・H・....………………イ l
対象(受益者)の妥当性|妥当である|下水道事業を実施するための重要な財源であり、妥当である。

目標達成度

il場所持.........T. 廷:~~i.~:~::l二:
上位施策への貢献度

効 l丹空??空~.:.~.......I....~~.芳三|全力持空.号交?翌日????巴空力投.
J 率一..1受益者負担の適正化|適正である
性 • ~;..…………・・……....・H・ ..1…................……j'"

。

|コスト効率 1適正である|繰出金を減少させるため、平成26年度より下水道使用料を改定した。

課題

今の向方性後

特記
事項

.. 

計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期

匹I30 I 

決算額(円)

。
経常


	施策体系外
	１　総務部
	２　総合政策部
	３　市民生活部
	４　健康福祉部
	５　産業振興部
	６　建設部
	７　監理室
	８　出納室
	９　教育委員会事務局
	１０　議会事務局
	１１　選挙管理委員会事務局
	１２　監査委員事務局
	１３　公平委員会事務局

	繰出金
	１　健康福祉部
	２　産業振興部
	３　建設部


